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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税は含まれておりません。 

２．第51期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 44,091 42,444 41,780 42,546 52,153 

経常利益 百万円 3,972 2,929 2,293 2,440 2,367 

当期純利益 百万円 2,138 1,124 1,925 2,145 1,156 

純資産額 百万円 30,949 31,040 33,363 34,998 37,580 

総資産額 百万円 40,239 40,148 41,585 42,903 50,414 

１株当たり純資産額 円 1,421.03 1,421.74 1,527.21 1,600.40 1,684.77 

１株当たり当期純利益金

額 
円 97.66 48.19 85.72 95.56 50.30 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
円 97.59 48.16 85.64 95.52 50.21 

自己資本比率 ％ 76.91 77.31 80.23 81.57 74.55 

自己資本利益率 ％ 6.91 3.62 5.98 6.28 3.19 

株価収益率 倍 15.16 30.65 17.43 15.63 32.38 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 2,274 2,610 3,368 2,895 3,039 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 2,355 236 -4,347 -1,811 -2,930 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 -804 -544 -440 -408 34 

現金及び現金同等物の期

末残高 
百万円 5,910 8,212 6,793 7,469 7,612 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
人 

1,105 

[299] 

1,117 

[364] 

1,107 

[355] 

1,148 

[425] 

1,325 

[1,381] 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税は含まれておりません。 

２．第51期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 43,803 42,149 41,413 42,258 45,423 

経常利益 百万円 3,952 2,902 2,249 2,424 2,254 

当期純利益 百万円 2,117 1,195 1,883 2,119 1,220 

資本金 百万円 4,465 4,465 4,465 4,465 4,465 

発行済株式総数 千株 22,464 22,464 22,464 22,464 22,464 

純資産額 百万円 30,921 31,082 33,366 34,990 37,632 

総資産額 百万円 40,186 39,966 41,346 42,657 46,654 

１株当たり純資産額 円 1,419.73 1,423.75 1,527.44 1,600.11 1,687.10 

１株当たり配当額(内１

株当たり中間配当額) 

円 

（円）

25.00 

(10.00) 

20.00 

(10.00) 

20.00 

(10.00) 

20.00 

(10.00) 

20.00 

(10.00) 

１株当たり当期純利益金

額 
円 96.67 51.53 83.89 94.45 53.19 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
円 96.61 51.49 83.81 94.41 53.09 

自己資本比率 ％ 77.0 77.8 80.7 82.0 80.7 

自己資本利益率 ％ 6.8 3.9 5.8 6.2 3.4 

株価収益率 倍 15.32 28.66 17.81 15.82 30.63 

配当性向 ％ 25.7 38.8 23.8 21.2 37.6 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
人 

1,084 

[299] 

1,092 

[359] 

1,083 

[352] 

1,081 

[408] 

1,131 

[403] 



２【沿革】 

 大正９年８月、横浜市中区福富町において、故柴田文次がコーヒーの焙煎とコーヒー及び食料品の販売を目的とし

て、コーヒー商「木村商店」を創業したのが当社の起源であります。 

 大正12年９月、関東大震災により福富町の店を失い、横浜市中区吉田町に本店を移転、昭和３年春には店名も「木

村コーヒー店」と改め、国内外に支店を広げるとともに、コーヒー農園の経営も手がけました。その後、第２次大戦

の戦災を被り、一時営業中止の止むなきにいたることもありましたが、昭和21年には本店機能を東京支店に移し、昭

和25年のコーヒー生豆輸入再開以降、本格的なレギュラーコーヒー製造販売会社として再出発いたしました。昭和27

年10月に東京都港区芝田村町４丁目８番地の東京支店を本店とし、横浜支店と合わせて「株式会社木村コーヒー店」

（当社）を、また昭和28年１月には大阪、京都の２支店を「株式会社大阪木村コーヒー店」として、それぞれ法人組

織化いたしました。その後、当社は、昭和63年10月「株式会社大阪木村コーヒー店」を合併し、また、平成元年２月

商号を「キーコーヒー株式会社」に変更いたしました。 

当企業集団の沿革 

年月 概要 

昭和27年10月 東京都港区芝田村町４丁目８番地に株式会社木村コーヒー店を設立。 

昭和29年11月 本店を東京都港区芝田村町19番地（現東京都港区西新橋２丁目34番４号）に移転。 

昭和36年12月 日本インスタントコーヒー工業株式会社（現ニック食品株式会社）を設立。 

昭和39年９月 横浜市港北区に綱島工場完成。 

昭和45年８月 名古屋市西区に名古屋工場完成。 

昭和46年８月 職域向けコーヒーの市場開拓を図るため、キーコーヒーサービス株式会社を設立。 

９月 青森県八戸市に株式会社青森木村コーヒーを設立。 

10月 沖縄県那覇市に株式会社沖縄木村コーヒー（現沖縄キーコーヒー株式会社）を設立。 

昭和49年９月 トラジャコーヒー開発事業の日本側投資会社として、スラウェシ興産株式会社を設立。 

昭和50年５月 缶コーヒー原料用のレギュラーコーヒーの製造販売開始。 

昭和51年４月 インドネシア共和国にトラジャコーヒー開発事業の現地法人P.T.TOARCO JAYAを設立。 

11月 福岡市東区に九州工場完成。 

昭和53年３月 トアルコトラジャコーヒー製造販売開始。 

６月 千葉県船橋市に関東工場完成。綱島工場閉鎖。 

10月 損害保険の取扱いを目的として、株式会社キー商会を設立。 

昭和57年10月 佐賀県鳥栖市に九州工場完成。九州工場（福岡市東区）閉鎖。 

昭和58年４月 ライブパック包装システムを導入し、キーライブパックシリーズとして製造販売開始。 

昭和60年12月 関東工場敷地内に研究所を設置。 

昭和61年11月 宮城県泉市（現仙台市泉区）に東北工場完成。 

昭和63年10月 株式会社大阪木村コーヒー店を吸収合併。 

平成元年２月 キーコーヒー株式会社に商号変更。 

平成５年11月 愛知県春日井市に中部工場完成。名古屋工場閉鎖。 

平成６年１月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

７月 東京都大田区に東京商品センター完成。 

11月 横浜市港北区に綱島事務センター完成。 

平成７年６月 株式会社イタリアントマトとの共同出資により株式会社アイ・アンド・ケイを設立。 

平成８年１月 東京証券取引所市場第二部へ株式を上場。 

２月 台湾の現地企業ＣＲＥＳＣＯ ＩＮＣ.との共同出資により台湾キーコーヒー株式会社を設立。 

９月 大阪支店新社屋（ＫＣビル）完成。 

12月 イタリアのカフェバールタイプのコーヒーショップ（クラッセ ディ ミラノ）を開店し、本格

派エスプレッソ・コーヒーの喫茶文化を提案。 

 



年月 概要 

平成９年９月 東京証券取引所、市場第一部銘柄に指定される。 

９月 （デュアルステージ抽出）方式による簡易抽出型レギュラーコーヒー（ドリップオン）の製造販

売開始。 

10月 通信販売事業推進のため、（通販倶楽部）を新設、また、インターネットでも受注を開始。 

10月 東北工場、優良施設工場としてコーヒー業界初の厚生大臣表彰を受賞。 

平成11年３月 中部工場、ＩＳＯ14001（環境管理システム）の認証取得。 

９月 東北工場、関東工場、九州工場、ＩＳＯ14001（環境管理システム）の認証取得。 

平成12年３月 新情報処理システム本格稼動。 

９月 コーヒーの共同展開ブランドＲｏｏｔs（ルーツ）の発売開始。 

平成13年３月 全部署（除く工場）、ＩＳＯ14001（環境管理システム）の認証取得。 

11月 生産本部、全工場、ＩＳＯ9002（品質マネジメントシステム）の認証取得。 

平成14年３月 新本社屋(ＮＫビル)完成。 

９月 簡易抽出型レギュラーコーヒー（ドリップオンＬ（ラージ）サイズ）の製造販売開始。 

12月 生産本部、全工場、マーケティング本部、ＩＳＯ9001：2000年版（品質マネジメントシステム）

の認証取得。 

平成15年３月 新ロジスティクスシステム稼動。 

７月  環境活動の一環で、省エネを目的とした「夏季ノーネクタイ、ノー上着」を全社で実施。 

10月  関東工場の増改築が完了し、生産設備と衛生管理体制強化。（生産能力５０％増） 

 平成16年４月   青森キーコーヒー株式会社を吸収合併。 

    10月  株式会社キョーエイコーポレーションの全株式を取得し、連結子会社化。 

平成17年１月  九州工場の増改築が完了し、生産設備と衛生管理体制強化。 

    ４月 飲食事業とネットビジネス・通販事業をキーコーヒーサービス株式会社に移管。キーコーヒーサ

ービス株式会社の資本増強を行うとともに社名をキーコーヒーコミュニケーションズ株式会社に

変更。 

    ４月  株式会社キー商会を資本増強し、キーアソシエイツ株式会社に社名変更。 

    ４月  株式会社イタリアントマトの株式を取得し、連結子会社化。 

    ４月  ニック食品工業株式会社の株式を取得し、連結子会社化。 

       10月    中国・上海に非連結子会社上海愛徳鍵餐飲有限公司を設立。 



３【事業の内容】 

 前連結会計年度まで持分法非適用会社であったニック食品株式会社、株式会社イタリアントマトの２社の株式を当連

結会計年度に追加取得したため、連結子会社と致しました。 

  また、当連結会計年度において、新たに中国・上海に上海愛徳鍵餐飲有限公司を設立致しましたが、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。 

 連結子会社、関連会社は、次のとおりであります。 

 なお、企業集団の状況につきましては前連結会計年度までは事業の種類別セグメント情報の記載を省略していたた

め、事業内容に分けて記載しておりましたが、当連結会計年度より事業の種類別セグメント情報を開示することとなっ

たため、事業の種類別セグメントにより記載することと致しました。 

当社グループが営んでいる主な事業の種類別セグメントの内容と、グループ各社の位置づけは次の通りであります。 

＜コーヒー関連事業＞ 

・レギュラーコーヒー等の販売（４社） 

 レギュラーコーヒーは、主として当社が製造し沖縄キーコーヒーにおいても一部製造しております。当社で製造した

製品は、直接あるいは沖縄キーコーヒー株式会社、キーコーヒーコミュニケーションズ株式会社及び台湾キーコーヒー

株式会社を経由して、問屋、業務店等への販売や対面売場・通信販売を通じて消費者への直接販売を行っております。 

また、業務店市場を中心にレギュラーコーヒーとともに飲料や食品も仕入販売致しております。 

  

 ・コーヒー農園の経営（２社） 

 インドネシア共和国におけるコーヒー農園経営及びコーヒー生豆の集買・精選は、P.T.TOARCO JAYAが行い、生産及

び集買・精選されたコーヒー生豆は、スラウェシ興産株式会社が輸入し、当社に販売しております。 

  

 ＜飲食関連事業＞ 

・飲食店の経営（２社） 

 株式会社イタリアントマトにおいては、飲食店を経営しております。また中国上海市において上海愛徳鍵餐飲有限公

司（非連結子会社）は飲食店を経営しております。 

  

 ＜その他＞ 

・その他の事業（３社）  

  株式会社キョーエイコーポレーションにおいて、各種トラック運送業務を取り扱っております。 

  キーアソシエイツ株式会社において、当社グループの損害保険業務等を取り扱っております。 

 ニック食品株式会社において、飲料を中心とした食品の製造及び受託加工を行い、飲料販売会社等に販売を行ってお

ります。 

区分 会社名 

連結子会社 

キーコーヒーコミュニケーションズ株式会社 

株式会社イタリアントマト 

株式会社キョーエイコーポレーション 

キーアソシエイツ株式会社 

ニック食品株式会社 

関連会社で持分法適用会社 

スラウェシ興産株式会社 

台湾キーコーヒー株式会社 

沖縄キーコーヒー株式会社 

持分法適用会社の連結子会社 Ｐ．Ｔ．ＴＯＡＲＣＯ ＪＡＹＡ 

非連結子会社 上海愛徳鍵餐飲有限公司 



 事業の系統図は、次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

(1)連結子会社 

(2)持分法適用関連会社 

 （注）１．キーコーヒーサービス株式会社は、平成17年4月1日付でキーコーヒーコミュニケーションズ株式会社に社名

     変更致しました。 

 ２．株式会社イタリアントマトは、株式の追加取得により平成17年4月15日をもって連結子会社と致しました。 

 ３．株式会社イタリアントマトは、特定子会社に該当しております。 

 ４．株式会社キー商会は、平成17年4月1日付でキーアソシエイツ株式会社に社名変更致しました。 

 ５．関係会社で持分法非適用会社であるニック食品工業株式会社は、株式取得により平成17年４月１日をもって

連結子会社と致しました。また、平成17年7月1日よりニック食品株式会社に社名変更致しました。 

 ６．株式会社イタリアントマトについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。 

    主要な損益情報等  （1）売上高    5,362百万円 

                      （2）経常利益     131百万円 

                      （3）当期純損失     50百万円 

                      （4）純資産額   1,675百万円 

                      （5）総資産額   3,370百万円 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 

  事業の種類別 

 セグメントの名称 

議決権の

所有割合 

（％） 

関係内容 

キーコーヒーコミュ

ニケーションズ㈱ 
東京都港区 120 コーヒー関連事業 100.00 

当社からレギュラーコーヒ

ー及び飲料・食品を仕入れ

ている。役員の兼務あり。 

㈱イタリアントマト 東京都港区 759 飲食関連事業 51.06 

当社からレギュラーコーヒ

ー及び飲料・食品を仕入れ

ている。役員の兼務あり。 

㈱キョーエイコーポ

レーション 
神奈川県横浜市 26 その他 100.00 

当社商品の配送業務を取り

扱っている。役員の兼務あ

り。 

キーアソシエイツ㈱ 東京都港区 20 その他 100.00 

当社グループの損害保険業

務を取り扱っている。役員

の兼務あり。 

ニック食品㈱ 千葉県船橋市 220 その他 71.25 

当社から原料用コーヒーの

支給を受け、当社へ飲料を

販売している。役員の兼務

あり。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の

所有割合 

（％） 

関係内容 

スラウェシ興産㈱ 東京都中央区 70 

コーヒー農園開発

事業への投資及

び、コーヒー生豆

の輸入販売 

50.00 

当社へコーヒー生豆を販売

している。 

役員の兼務あり。 

また、当社が借入債務及び

保証債務について債務保証

を行っている。 

台湾キーコーヒー㈱ 中華民国台北市 
12百万  

   ＮＴ＄ 

中華民国でのレギ

ュラーコーヒーの

輸入販売、飲料・

食品の販売 

30.00 

当社からレギュラーコーヒ

ー及び飲料・食品を仕入れ

台湾において販売してい

る。役員の兼務あり。 

  

  

沖縄キーコーヒー㈱ 沖縄県那覇市 12 

レギュラーコーヒ

ーの製造仕入販売

及び 、飲料・食

品の仕入販売 

20.00 

当社からコーヒー生豆、レ

ギュラーコーヒー及び飲

料・食品を仕入れ主に沖縄

地方を中心に販売してい

る。役員の兼務あり。 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

    ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

    ３．従業員数が前連結会計年度末に比べ177名、臨時従業員数が同956名増加しましたのは、連結子会社の増加 

などによるものです。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3)労働組合の状況 

 当社の労働組合は昭和44年７月28日に結成され、上部団体には加盟しておりません。なお、平成18年３月31日現

在の組合員数は882名であり、労使協調のもと円滑な労使関係を維持しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

コーヒー関連事業 1,136 [472] 

飲食関連事業 103 [882] 

その他 67 [27] 

全社(共通) 19 [-] 

合計 1,325 [1,381] 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,131 [403] 37.9 14.8 5,392,927 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 コーヒー業界を取り巻く経営環境は、コーヒー消費量の世界的な規模での拡大や主要生産国であるブラジルの減産予想

などにより、コーヒー生豆の国際相場は期首に１ポンド当たり120セントを超す高値相場が一時は90セント台まで下降し

たものの、平成18年の年初には再び120セント近くまで急騰するなど、105セント台を中心に高値で推移する厳しい状況下

にありました（末尾記載のグラフをご参照ください）。また、原油価格の高騰は依然として続き、円安傾向である為替相

場の影響も加わり、各種原材料の調達コストは上昇傾向が続いております。 

 国内におきましては、景気回復の基調が続きデフレから脱却する傾向にありますものの、コーヒーの調達コスト上昇分

が販売単価に反映する状況には至っておらず、業界内の競争もますます厳しさが増してまいりました。 

  

 このような環境下にありましても当社は品質第一主義の下、コーヒーに特化したグッドカンパニー、オンリーワンカン

パニーとしてのゆるぎない評価と地位を獲得すべく、常にコーヒーのおいしさを創造し、お客様のこころを満たし続ける

企業を目指しております。このため、高品質の原料の安定確保と生産・物流設備のリノベーションを継続して実施すると

ともに、グループ全体の連携を強化して事業領域の拡大を図ってまいりました。 

  

 そして、前連結会計年度まで持分法非適用関連会社であったニック食品株式会社と株式会社イタリアントマトの２社の

株式を追加取得し、連結対象の子会社と致しました。 

                                         

 事業の種類別セグメントの営業概況は、次のとおりであります。 

（コーヒー関連事業） 

 業務用市場におきましては、コーヒーにこだわり、抽出の仕方にもこだわりを持たれるお客様にお応えする新商品とし

て、上品且つ甘い香りの味わいに特徴を持たせた「ファインクォリティ」シリーズを投入致しました。コーヒー以外の新

商品では有機栽培紅茶や有機栽培シュガー、冷凍ケーキなどを商品化し、フードメニューの充実を図りました。また、

「夏のカレーフェア」、「秋のケーキとドリンクのフェア」、「冬のカフェオレ・ココア提案」、「春の抹茶フェア」な

ど季節毎の販促施策をタイムリーに実施するなど、お取引先の繁栄に繋がる提案型営業を展開致しました。 

 

 家庭用市場におきましては、日頃からレギュラーコーヒーの飲用機会が多い方のニーズにお応えするため、新たに「テ

イスティライフ」シリーズを商品化し、真空パック（VP）と簡易抽出タイプ（ドリップオン）で発売致しました。また、

レギュラーコーヒーの豊かな香りにこだわり、「いやし」「ゆとり」「なごみ」といったそれぞれのシーンに合わせたコ

ーヒーをお楽しみいただける新カテゴリー商品「香りの彩人（さいじん）」シリーズを脱気バルブ付きフレキシブルパッ

ク（FP）で発売致しました。このシリーズには、CSRの視点より「レインフォレストアライアンス（熱帯雨林同盟）」認

証コーヒー生豆を使用しております。また、新たな家庭用ティー飲料としてデザインにも高級感を追求し、他の容器形態

とは一線を画したグレードの高いリキッドティーとして「リキッドティー・テトラプリズマ」も発売致しました。 

 

 OCS（オフィスコーヒーサービス）及び自販機市場におきましては、各お取引先との密着度を高め、積極的な商品リニ

ューアルの実施やキーコーヒーブランドを採用していただくことによる優位性を前面に打ち出した提案活動や販促活動な

どを行いました。 

 

 原料用市場におきましては、お取引先の新商品の開発初期から取り組みを行い、コーヒー専業メーカーとしてのノウハ

ウを活かした積極的な提案活動を行ったことが、お取引先の新商品採用に繋がりました。 

 

 なお、キーコーヒーコミュニケーションズ株式会社では、東京・上野にロハス（「健康と地球環境」意識の高いライフ

スタイル）をテーマにしたセルフ型店舗『Café Boulder（カフェボールダー）』を異業種企業とのコラボレートにてオ

ープンするなど、従来からのオフィスコーヒーサービス事業のほか飲食、通信販売事業などで事業拡大を図っておりま

す。 

 

 この結果、当連結会計年度におけるコーヒー関連事業の売上高は457億20百万円となりました。 

（飲食関連事業） 

 株式会社イタリアントマトは、主力であるカフェ業態の業容拡大を行いました。出店状況は、中国・上海の「イタリア

ン・トマト カフェ虹梅休閑街（ホンメイシュウシンチ）店」をはじめ、新業態店舗である神奈川・鎌倉の和風カフェ

「和茶房 夢見屋」や埼玉・川口の高級喫茶「イタリアン・トマト カフェスペリオーレ」などを含め、35店舗（直営店４



店、FC店31店）を新規に出店いたしました。また、不採算店舗を中心とした32店舗（FC店32店）を閉鎖したことにより、

店舗数は３店舗増え293店舗（直営店59店、FC店234店）となりました。また、前連結会計年度に立ち上げました焼き菓子

工場「厚木スイーツファクトリー」も年間を通してフル稼働致しました。 

 この結果、当連結会計年度における飲食関連事業の売上高は53億34百万円となりました。 

（その他） 

 ニック食品株式会社では、希釈飲料「ミルクでポン」シリーズや健康の高まりにお応えする食酢飲料「力（ちから）」

シリーズの販売や、健康志向飲料のOEM商品の受託製造などを行いました。 

 この結果、株式会社キョーエイコーポレーション、キーアソシエイツ株式会社を加えた当連結会計年度におけるその他

事業の売上高は10億98百万円となりました。 

 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントの業績を記載しているため、前連結会計年度比較についての記載は

行っておりません。 

 以上の結果、当連結会計年度におきましては、連結対象の子会社の増加やコーヒー関連事業におけるレギュラーコーヒ

ーの販売数量が原料用市場で大きく増加したことから、売上高は521億53百万円（前連結会計年度比22.6％増）で96億６

百万円の増収となりました。 

利益面では、原料高による売上原価の上昇などにより、販管費の削減と効果的支出に努めましたものの、営業利益は20億

37百万円（同9.5％減）で２億13百万円の減益、経常利益は23億67百万円（同3.0％減）で73百万円の減益となりました。

 

 また、当期純利益は、前連結会計年度に厚生年金基金の代行返上益を計上したことによる特別利益の減少を主要因とし

て11億56百万円（同46.1％減）、前連結会計年度比９億88百万円減少となりました。 

                        （コーヒー相場；ニューヨークコーヒー先物相場） 



 (２）キャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前純利益が減少した反面、仕入債務の増加などにより30億39百万円

の収入となり、前連結会計年度より１億43百万円の収入増となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券や子会社株式の追加取得などを行った結果、29億30百万円の支出

となり、前連結会計年度に比べ11億19百万円の支出増となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の売却による収入などにより、34百万円の収入となり、前連結会計年

度より４億42百万円の収入増となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は76億12百万円となり、前連結会計年度末より１億42百万円

増加致しました。 

  

 
前連結会計年度 
（平成17年３月期） 

当連結会計年度 
（平成18年３月期） 

増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） ２，８９５ ３，０３９ １４３  

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） －１，８１１    －２，９３０  －１，１１９  

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） －４０８ ３４  ４４２  

現金及び現金同等物の増減額（百万円） ６７６ １４２  －５３４  

現金及び現金同等物の期首残高（百万円） ６，７９３ ７，４６９ ６７６  

現金及び現金同等物の期末残高（百万円） ７，４６９ ７，６１２ １４２  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産及び仕入実績 

 当連結会計年度の生産及び仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① 生産実績 

＜コーヒー関連事業＞ 

 （注） 生産数量には受託加工用を含んでおります。 

＜飲食関連事業＞ 

 （注） 金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

     上記の金額には、消費税は含まれておりせん。 

② 仕入実績 

イ．製品仕入実績 

 （注） 上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

ロ．商品仕入実績 

 （注） 上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

品目 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

数量（トン） 前年同期比（％） 

レギュラーコーヒー 39,316  ──────  

合計 39,316  ──────  

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

生菓子及び焼菓子（百万円） 1,184  ──────  

合計（百万円） 1,184  ──────  

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

コーヒー関連事業 

                 飲料等（百万円） 
1,375  ──────  

合計（百万円） 1,375  ──────  

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

コーヒー関連事業 

          飲料・食品等（百万円） 
8,196  ──────  

飲食関連事業 

             食材等（百万円） 
970  ──────  

合計（百万円） 9,167  ──────  



ハ．主要原材料の入手量、使用量及び在庫量 

ニ．主要原材料の価格の推移 

 当社グループ製品の主要原材料でありますコーヒー生豆は国際商品であり、かつわが国では全量輸入のため、

当社グループの仕入価格は国際商品市況及び為替相場の変動による影響を受けております。 

 （注） 価格は、各当該期間の仕入総平均単価であります。なお、価格には消費税は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは販売計画に基づく見込生産を行っているため、受注生産はありません。 

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業のセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １. 当連結会計年度より事業別のセグメントに基づき記載しております。 

 ２．セグメント間の取引については相殺消去致しております。 

原材料名 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

入手量 
（トン） 

前年同期比
（％） 

使用量 
（トン） 

前年同期比
（％） 

期末在庫量
（トン） 

前年同期比
（％） 

コーヒー生豆 42,107 117.1 41,765 115.9 970 154.5 

原材料名 
単位
（kg） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６月
（円） 

９月
（円） 

12月
（円） 

３月
（円） 

６月
（円） 

９月
（円） 

12月
（円） 

３月
（円） 

コーヒー生豆  218 222 237 237 265 288 309 293 

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

コーヒー関連事業 

（百万円） 
45,720  ──────  

飲食関連事業 

（百万円） 
5,334  ──────  

その他（百万円） 1,098  ──────  

合計（百万円） 52,153  ──────  



３【対処すべき課題】 

 （１）当社グループの現状の認識について 

 当社グループは、創業以来一貫した「品質第一主義」の下、世界に通用するレギュラーコーヒーのリーディングカンパ

ニーを目指しております。経営の基本方針を「お客様、株主、社員の満足度向上と社会との共生」におき、「お客様と共

に」をコンセプトに、お客様の視点で消費に密着した営業活動を展開するとともに、マーケティング力を活かした魅力あ

る商品作りにより、お客様に満足いただくことが、この基本方針の達成を可能にするものと考えております。 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重点政策の一つとして位置づけ、会社の利益配分につきましては、業績の動

向、内部留保の充実等を総合的に勘案し、安定的な配当に努めることを基本方針としております。 

 また、内部留保金につきましては、長期的な展望に立った設備投資や将来的な事業展開などに充当してまいります。 

 当社は、当社株式の流動性の向上と株主の拡大を図ることを資本政策上の重要課題としております。すでに平成７年８

月１日に１単元の株式数を100株に引き下げており、株主数は毎年増加を続けてきております。 

 （２）当面の対処すべき課題の内容 

  当企業集団を取り巻く経営環境は、ここにきて景気回復の基調が続いておりますが、当面はコーヒー生豆相場の高止

まりが続くと見込まれ、また為替相場につきましても好転の兆しはなく、原油価格も高値で推移していることから、製造

原価の低減は期待できない状況にあります。また、業界内の再編や異業種からの参入による競争も激化するなど、今後と

も厳しい状況が続くものと思われます。 

 このような環境下、売上高の拡大と安定した利益を確保し続けていくために、当社グループでは品質第一主義の経営理

念の下、キーコーヒーブランドの価値を更に向上させていくことを最重要課題と位置づけ、事業活動を進めてまいりま

す。 

 これらの実現を図るため、東日本・首都圏・西日本の各事業本部をひとつに統合することで指揮命令系統・情報収集系

統を簡略化して現場対応力を強化し、さらに地域戦略強化のため中部・北陸事業部は中部事業部と北陸事業部に分割して

営業力の強化に取り組んでまいります。また、マーケティング本部を再編し、商品開発から販促企画、宣伝企画までを一

体となって行う「R＆Dグループ」を新設し、さらに研究所を開発研究所と改称し、マーケティング本部に配置すること

で、商品開発力の強化とスピードアップに取り組んでまいります。 

SCM本部には、キーコーヒーグループ全体の企業集団内での総合力を高めるため、「購買グループ」を新設し購買機能強

化に取り組んでまいります。 

 設備投資につきましては、衛生管理機能の強化や設備能力の増強を図るため、東北工場及び同物流センターのリノベー

ション工事に着手致します。この取り組みにより全ての工場及び工場併設物流センターの機能強化が完了することになり

ます。また、スピードある意思決定、経営判断を行い、組織的なマーケティング力、営業力の強化を行うため、情報処理

システムの高度化も継続して進行しております。 

 当社は、いつの時代にもお客様に支持される生涯ブランド「屋台骨ブランド」の実現を図るべく、「お客様、株主、社

員の満足度向上と社会との共生」を事業経営の目標と掲げ、キーコーヒーブランドの価値を従来にも増して高め、さらに

パブリックカンパニーとして生活者の視点に立ったCSR経営を展開していく所存でございます。 

 （３）対処方針 

  グループ運営に関しましては、関係各社の主体的で健全な発展と、キーコーヒーグループの企業集団としての総合力を

結集した業績向上を基本として、相互責任を明確にする中で各社の独自性を発揮し、キーコーヒーブランドの価値を高め

ていくことと致しております。 



４【事業等のリスク】 

  経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなものがあります。 

  なお、本項に記した将来及び想定に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものです。  

 ①原料調達 

   当社はレギュラーコーヒーの原料生豆を全量海外からの輸入により調達しておりますが、コーヒー生豆は国際相 

 場商品であります。当社の求める品質の原料を最適な価格で調達できるよう様々な手段を講じておりますが、コー 

 ヒー産地の作柄や市況、また外国為替の変動等によっては、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ②天候 

   当社グループは、レギュラーコーヒーを中心とした事業を展開しており、これらの事業における製商品の売上は天 

 候の影響を受けやすく、天候要因による業績への影響を排除する保証はありません。 

  

 ③海外事業 

  当社グループは、インドネシアにおける農園事業、台湾におけるレギュラーコーヒー販売事業などを行っており 

 ます。事業を展開する各国における政治、経済、社会の変化など海外事業に伴うリスクに十分に対応できない場合、 

 業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ④個人情報の管理 

  当社グループは、より良いサービスを提供するために顧客情報などの個人情報を保有しております。情報の管理 

 には最大限の注意を払って取り扱っておりますが、万一、情報の漏洩や改竄、紛失などが発生した場合、当社グ 

 ループの信用低下を招き、業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑤安全性 

   当社グループは、品質第一主義の下、高品質の商品を安全かつ衛生的に製造し、お客様にご満足いただけるよう 

 常に厳しい品質保証体制をとっております。万一、品質に関する事故が発生した場合には、お客様の安全を最優先 

 に考え、速やかな情報開示と適切な対応処置をとる所存であります。しかし、その事故の規模のよってはブランド 

 イメージを著しく損ねる恐れがあり、業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑥減損会計 

  当社グループは、建物や機械装置など様々な資産を所有しております。このような資産は、将来のキャッシュ・ 

 フローの状況によっては減損会計の適用を受け、業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑦有価証券 

  当社グループが保有する有価証券につきましては、時価を有するものは全て時価にて評価しているため、株式市 

 場等における時価の変動の影響を受けており、業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 技術援助契約等による合弁会社設立関係 

 （注） スラウェシ興産株式会社は、インドネシア共和国においてコーヒー農園の経営とコーヒー集買事業を行う現地

法人P.T.TOARCO JAYAに対する日本側投資会社であり、当社は同農園開発のため、技術供与を行っておりま

す。 

６【研究開発活動】 

当社グループが創業以来一貫して追及してきました最重要事項は高品質の実現であります。従来は高品質を旗印と

した、原材料生豆の品質確保、製造工程における品質管理等の品質であり、商品開発もその考え方に沿った味覚重視

型のものでした。昭和60年12月研究所を開設し、各市場のニーズがどこにあるかを当社グループの営業ネットワーク

を通じて、営業活動の中から商品開発のヒントを見つけ、積極的に市場に提案していくような研究開発に転じまし

た。この結果として、売上増大につながりましたが、取扱商品アイテム数の肥大化も招きましたので、開発、製品化

だけの一方通行では十分ではないとの考え方に立って、「プロダクトアウトからマーケットイン」への考え方を発展

させ、品質保証の視点から商品アイテムの見直し、改廃を行いながら、研究開発に取り組んでおります。 

 現在は、商品開発力の強化とスピードアップを図るために、平成18年4月１日付で機構改革を行い、マーケティン

グ本部を再編し、商品開発から販促企画・宣伝企画までを一体となって行う「Ｒ＆Ｄグループ」を新設するととも

に、「研究所」を開発志向を明確にするため「開発研究所」に改称し、新たにマーケティング本部に配属致しまし

た。 

   当社グループでは、千葉県船橋市に開発研究所を設置し、次の項目について研究開発を行っております。 

(１) コーヒーの基礎研究 

(２) コーヒー及びその他の食品、飲料類の新製品、新技術の開発 

(３) 当社グループ製品及び取扱商品の品質向上策の立案研究並びに品質保証のための活動 

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は１億90百万円であり、主要な支出はコーヒー関連事業で

あります。 

契約相手先 内容 出資割合 合弁会社名 設立年月 

株式会社東食 
トラジャコーヒー農園 当社 50％ スラウェシ興産株式

会社 
昭和49年９月 

開発技術供与 株式会社東食 50％ 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、183億30百万円となり、前連結会計年度末より12億10百万円増加致しま

した。増減の主な要因は、売上債権の増加（8億66百万円増）、有価証券の増加（2億62百万円増）、たな卸資産の増加

（1億97百万円増）並びに現金及び預金の減少（3億36百万円減）などによるものです。 

 売上債権の増加につきましては連結対象の子会社の増加による売上増に伴うもの、現金及び預金の減少につきましては

社債や株式購入などを行ったことによるものです。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、320億84百万円となり、前連結会計年度末より63億１百万円増加致しま

した。連結子会社の増加により建物及び構築物や土地などの有形固定資産が増加（11億41百万円増）したほか、投資その

他の資産が増加（51億18百万円増）したことによるものです。 

 投資その他の資産の増加につきましては、高格付け社債や高配当で株価安定企業の株式購入を進めたことや、時価の上

昇に伴い投資有価証券が増加（33億26百万円増）したことなどによるものです。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、83億76百万円となり、前連結会計年度末より17億74百万円増加致しまし

た。これは主に連結対象の子会社の増加に伴い仕入債務が増加（11億50百万円増）したことによるものであります。 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、32億87百万円となり、前連結会計年度末より19億85百万円増加致しまし

た。連結対象の子会社の増加に伴い長期借入金が増加したことや、有価証券の時価上昇による繰延税金負債の増加などが

主な要因であります。 

（少数株主持分） 

 少数株主持分は、当連結会計年度におきまして、ニック食品㈱と㈱イタリアントマトを新たに連結子会社に加えたこと

により発生したものであります。 

 当連結会計年度末における資本の残高は、375億80百万円となり、前連結会計年度末より25億82百万円増加致しまし

た。その他有価証券評価差額金の増加（12億64百万円）が主な増加要因であります。 

（２）経営成績の分析 

（売上高） 

当連結会計年度における売上高は521億53百万円で、前連結会計年度比22.6%増の大幅な増収となりました。当連結会

計年度におきまして、ニック食品㈱と㈱イタリアントマトを新たに連結子会社に加えたことや、レギュラーコーヒーの

販売数量が前連結会計年度比15.1％増と大きく伸張したことが増収要因であります。また、受託加工を含めた総製造数

量につきましても前連結会計年度比9.4％増加し過去最高を更新しております。なお、事業の中心であるコーヒー関連事

業におきましては、コーヒー生豆の仕入価格の上昇に伴い、販売価格の改定に取組んでまいりましたが、原料用市場で

は原価上昇に見合う販売価格の改定ができましたものの、業務用や家庭用市場などにおきましては、厳しい市場環境の

なか、計画通りの改定には至りませんでした。 レギュラーコーヒーの販売数量の増加、とりわけ原料用市場での大幅な

増加が増収に寄与致しました。 

（売上総利益） 

売上原価につきましては、売上高の増加に加え、コーヒー生豆の仕入価格の上昇や原油高による包装資材の上昇など

による製造原価上昇により前連結会計年度比38.4％増と大幅に増加致しました。売上高も増収となりましたが、売上高の

増加が利益幅の少ない原料用市場を中心に増加したことなどから、売上総利益につきましては190億39百万円で前連結会

計年度比2.2%増の増益にとどまりました。 

（販管費） 

売上総利益の伸び悩みに対し販管費の適正支出に努めましたが、連結対象の子会社が増加したことにより、販管費の

総額は170億2百万円で前連結会計年度比3.8%の増加となりました。 



（営業利益） 

以上の結果、営業利益は20億37百万円で、前連結会計年度比9.5%減となりました。 

（経常利益） 

同様に、経常利益も23億67百万円と前連結会計年度比3.0%減となりました。 

（当期純利益） 

当期純利益は、前連結会計年度に厚生年金基金の代行返上益を計上したことによる特別利益の減少を主要因として、 

当期純利益は11億56百万円となり、前連結会計年度比46.1%減となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における主な設備投資は、コーヒー関連事業にかかる次のものであります。 

    工場の建物改修及び製造設備の更新、増設    ５億63百万円 

   なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありませんでしたが、経常的に発生する設備更新

工事等に伴う固定資産除却損を89百万円を計上しております。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備の状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 (1)  連結会社の状況 

(注) 帳簿価額「その他」は、器具備品及び建設仮勘定であります。 

 (2)  提出会社の状況 

  （平成18年３月31日現在） 

事業の種類別セグメントの名称 

帳簿価額 
従業員
数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

コーヒー関連事業 5,074 2,752 
4,006 

(61,268)
704 12,537 

1,136 

[472]

飲食関連事業 848 11 
229 

(0)
33 1,123 

103 

[882]

その他 144 301 
168 

(7,032)
15 630 

67 

[27]

全社(共通) 613 － 
625 

(973)
208 1,447 

19 

(0)

合計 6,681 3,065 
5,030 

(69,273)
961 15,738 

1,325 

[1,381]

  （平成18年３月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員
数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

東北工場 

東北物流センター 

（仙台市泉区） 

生産設備 

配送 

  

287 235 
465  

（14,111） 
13 1,001 

26 

[22]

関東工場 

関東物流センター 

開発研究所 

（千葉県船橋市） 

生産設備 

配送 

研究開発 

1,543 1,359 
892  

（15,831） 
43 3,838 

65 

[61]

中部工場 

中部物流センター 

（愛知県春日井市） 

生産設備 

配送 
1,249 566 

405  

(11,281)  
17 2,238 

38 

[25]

九州工場 

 九州物流センター 

（佐賀県鳥栖市） 

生産設備 

配送 
571 583 

206  

（6,940） 
70 1,432 

33 

[22]

札幌物流センター 

札幌支店 

札幌中央営業所 

（札幌市東区） 

販売  

配送  
140 － 

112  

（1,208） 
3 257 

21 

[24]

東京物流センター 

（東京都大田区） 
配送 114 1 

250  

（1,320） 
2 368 

9 

[1]

 関西物流センター 

（神戸市東灘区）  
配送 203 1 

387  

（3,518） 
1 594 

6 

[0]

 八戸営業所 

（青森県八戸市） 
販売  3 － 

25  

（666） 
0 29 

4 

[0]

 



(注) １. 連結子会社（キーコーヒーコミュニケーションズ㈱）は、上記大阪支店及び名古屋中央営業所の一部を

使用しております。 

 ２．臨時従業員数は、[ ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員
数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

 東北支店 

 仙台営業所 

（仙台市若林区） 

販売 68 － 
119  

（822） 
2 190 

14 

[7]

 山形営業所 

（山形県山形市） 
販売 18 － 

73  

（760） 
1 93 

6 

[3]

 新潟営業所 

（新潟県新潟市） 
販売  60 － 

130  

（991） 
2 193 

10 

[0]

 横浜中央営業所 

（横浜市中区） 
販売  7 － 

－  

 
1 8 

11 

[0]

 名古屋支店 

（名古屋市中区） 
販売 8 － 

36  

（148） 
1 47 

10 

[9]

名古屋中央営業所 

（名古屋市西区） 
販売 37 0 

386  

（3,580） 
1 420 

16 

[4]

 京都営業所 

（京都市山科区） 
販売  8 － 

101  

（461） 
2 112 

7 

[1]

 大阪支店 

 大阪中央営業所 

（大阪市北区） 

販売 158 － 
91  

（318） 
3 252 

23 

[7]

 福岡支店 

 福岡中央営業所 

（福岡市博多区） 

販売 175 － 
319  

（1,112） 
4 499 

23 

[11]

 本社 

（東京都港区） 

販売、購買 

全社統轄管

理 

513 － 
514  

（662） 
59 1,087 

224 

[0]

 綱島事務センター 

（横浜市港北区） 

電算センタ

ー  
100 － 

110  

（310） 
148 360 

18 

[0]

その他 

  
  － 406 4 

0  

（124）
458 875 

567 

[206]

合計 － 5,678 2,752 
4,631  

（62,241） 
840 13,902 

1,131 

[403]



     ３. 提出会社は、販売用施設として、建物を賃借しており、その内容は以下のとおりであります。 

 (3)  リース物件 

上記の他、主要設備についてはリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース契約を行っており、事業の種類別セグメントごとの主なリース契約は、次のとおりであります。 

 ＜コーヒー関連事業＞ 

 ＜飲食関連事業＞ 

（注）上記金額には、消費税は含まれておりません。 

事業部 事業所名 
年間賃借料 
（百万円） 

北海道事業部 釧路営業所他１営業所 4 

東北事業部 盛岡営業所他５営業所 20 

関信越事業部 宇都宮営業所他４営業所 25 

首都圏第一事業部 京橋営業所他９営業所 75 

首都圏第二事業部 大宮営業所他10営業所 57 

中部・北陸事業部 富山営業所他９営業所 49 

近畿事業部 北大阪営業所他３営業所 17 

中国・四国事業部 米子営業所他６営業所 25 

九州事業部 小倉営業所他６営業所 29 

家庭用営業本部 関信越支店他３営業所 12 

その他           － 10 

      合計           － 326 

名称 リース期間（年） 
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

レギュラーコーヒー製造設備 6 32 － 

営業用等車両（339台） 5 147 448 

製品販売用器具及び 

食品保存用冷凍・冷蔵器具 
3 506 826 

名称 リース期間（年） 
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

製品販売用器具及び 

食品保存用冷凍・冷蔵器具 
5 118 257 

営業用等車両（12台） 5 6 26 

ソフトウェア 5 14 53 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しています。計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図って

おります。 

(1)重要な設備の新設・改修等 

 （注）金額に消費税は含まれておりません。 

(2）重要な設備の売除却 

 経常的な設備更新のための売除却を除き、重要な設備の売除却の計画はありません。 

会社名事業所

名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増

加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

 当社 

東北工場 

 宮城県 

 仙台市 

 コーヒー 

 関連事業 

建物改修及び

製造設備増強 
1,100 －  自己資金 平成18.7 平成19.3    － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月22日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,464,000 22,464,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 22,464,000 22,464,000 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成14年６月21日定時株主総会決議 

  (注)  上記新株予約権は、平成14年11月19日の取締役会の決議により発行しております。  

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 159 157 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 159,000 157,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,456 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年６月22日 

至 平成19年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1,456 

資本組入額      728 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使

時において、当社、当社の

子会社もしくは当社の関連

会社の役員または従業員で

あることを要する。ただ

し、任期満了により退任し

た場合、当社もしくは当社

の関連会社の就業規則に定

める会社都合により退職し

た場合、その他当社の取締

役会が特別にその後の新株

予約権の保有及び行使を認

めた場合はこの限りではな

い。 

②その他の行使の条件は、当

社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契

約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 



② 平成15年６月20日定時株主総会決議 

 (注)  上記新株予約権は、平成15年10月31日の取締役会の決議により発行しております。  

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 282 281 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 282,000 281,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,507 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月21日 

至 平成20年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    1,507 

資本組入額    754 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使

時において、当社、当社の

子会社もしくは当社の関連

会社の役員または従業員で

あることを要する。ただ

し、当社の取締役会が特別

にその後の新株予約権の保

有及び行使を認めた場合は

この限りではない。 

②その他の行使の条件は、当

社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契

約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 



③ 平成16年６月22日定時株主総会決議 

 (注)  上記新株予約権は、平成16年７月16日の取締役会の決議により発行しております。  

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 329 329 

新株予約権の目的となる株式の種類      普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 329,000 329,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,485 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月23日 

至 平成21年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,485 

742 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使

時において、当社、当社の

子会社もしくは当社の関連

会社の役員または従業員で

あることを要する。ただ

し、当社の取締役会が特別

にその後の新株予約権の保

有及び行使を認めた場合は

この限りではない。  

②その他の行使の条件は、当

社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契

約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 



④ 平成17年６月21日定時株主総会決議 

 (注)  上記新株予約権は、平成17年10月17日の取締役会の決議により発行しております。  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．資本準備金の増加は、キーコーヒーサービス株式会社との株式交換によるものです。 

     ２．資本準備金の増加は、青森キーコーヒー株式会社を吸収合併したことによるものです。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 390 390 

新株予約権の目的となる株式の種類      普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 390,000 390,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,515 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月22日 

至 平成22年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,515 

757 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使

時において、当社、当社の

子会社もしくは当社の関連

会社の役員または従業員で

あることを要する。ただ

し、当社の取締役会が特別

にその後の新株予約権の保

有及び行使を認めた場合は

この限りではない。  

②その他の行使の条件は、当

社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契

約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成15年10月１日  

（注１） 
－ 22,464,000 － 4,465 4 4,873 

平成16年４月１日 

(注２) 
－ 22,464,000 － 4,465 11 4,885 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式 187,678株は「個人その他」に 1,876単元及び「単元未満株式の状況」に 78株を含めて記載して

おります。 

２．証券保管振替機構名義の株式 100株は、「その他の法人」に 1単元含めて記載しております。 

(5）【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 39 17 135 37 5 26,688 26,921 － 

所有株式数（単元） － 26,095 277 58,446 3,652 18 136,131 224,619 2,100 

所有株式数の割合

（％） 
－ 11.62 0.12 26.01 1.63 0.01 60.61 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

博友興産有限会社 東京都港区西新橋２丁目34番４号 3,096,000 13.78 

柴田 博一 東京都目黒区 749,656 3.33 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 704,000 3.13 

大木 久 神奈川県横浜市港北区 659,236 2.93 

柴田 誠 神奈川県横浜市港北区 622,856 2.77 

太田 敬二 東京都港区 532,016 2.36 

キーコーヒー社員持株会 東京都港区西新橋２丁目34番４号 507,620 2.25 

大木 とよ子 神奈川県横浜市港北区 392,520 1.74 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 379,600 1.68 

柴田 紀代実 神奈川県横浜市港北区 373,776 1.66 

計  － 8,017,280 35.68 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 100株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれています。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区   分 株式数(株) 議決権の数(個) 内  容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  187,600 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,274,300 222,743 － 

単元未満株式 普通株式      2,100  － 
１単元(100株)

未満の株式 

発行済株式総数 22,464,000 － － 

総株主の議決権 － 222,743 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

キーコーヒー株式会社 
東京都港区西新橋 

２丁目34番４号 
187,600 － 187,600 0.84 

計 － 187,600 － 187,600 0.84 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社が新株予約権発行により、平成14年６月21日現在の

従業員に対して付与することを、平成14年６月21日の定時株主総会において特別決議されたものです。その制度

の内容は次のとおりであります。 

 （注） 新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合が行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端株は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）するとき

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

決議年月日 平成14年６月21日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員106名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数  同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上(注) 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件  同上 

新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

調整後譲渡価額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（または併合）の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後譲渡価額＝調整前払込金額× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社が新株予約権発行により、平成15年６月20日現在の

取締役及び従業員に対して付与することを、平成15年６月20日の定時株主総会において特別決議されたもので

す。その制度の内容は次のとおりであります。 

 （注） 新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合が行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端株は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）するとき

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

決議年月日 平成15年６月20日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役11名及び従業員222名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数  同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上(注) 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件  同上 

新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

調整後譲渡価額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（または併合）の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後譲渡価額＝調整前払込金額× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社が新株予約権発行により、平成16年６月22日現在の

取締役及び従業員に対して付与することを、平成16年６月22日の定時株主総会において特別決議されたもので

す。その制度の内容は次のとおりであります。 

   (注）  新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合が行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端株は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）するとき

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

決議年月日 平成16年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名及び従業員227名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上(注) 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後譲渡価額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（または併合）の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後譲渡価額＝調整前払込金額× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社が新株予約権発行により、平成17年６月21日現在

の取締役及び従業員に対して付与することを、平成17年６月21日の定時株主総会において特別決議されたもので

す。その制度の内容は次のとおりであります。 

   (注）  新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合が行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端株は切り上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株式を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）すると

きは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の

総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新株発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。 

決議年月日 平成17年６月21日 

付与対象者の区分及び人数  当社取締役8名及び従業員308名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数  同上 

新株予約権の行使時の払込金額   同上(注) 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件  同上 

新株予約権の譲渡に関する事項   同上 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当する事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成18年６月22日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２号の規定

により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策のひとつとしており、企業体質強化のための内部留保の充実と

バランスのとれた成果の配分を行うことを基本方針としております。 

 今後もこの基本方針のもとに、株主、一般投資家及び証券市場のニーズを十分把握し、かつ当社の業績予想、財務

体質の強化及び事業展開等を考慮しつつ、株主への積極的な利益の還元を図ってまいる所存であります。 

 当期の利益配当金は１株当たり10円00銭とさせていただきました。すでに実施済みの中間配当金一株当たり10円00

銭と併せて年間配当金は１株当たり20円00銭となりました。この結果、当期の配当性向は37.6％となりました。 

 内部留保資金につきましては、長期展望に立って企業体質の強化並びに設備投資等、将来の事業展開に役立てるよ

う充当していく予定であります。 

 なお、自己株式の取得および消却につきましては、内部留保資金をもって充当していく予定であります。 

  （注） 中間配当についての取締役会の決議年月日   平成17年10月28日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成18年６月22日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,600 1,560 1,589 1,515 1,699 

最低（円） 1,315 1,390 1,465 1,421 1,430 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,574 1,560 1,582 1,640 1,639 1,699 

最低（円） 1,500 1,527 1,531 1,560 1,600 1,605 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所 有 
株式数 
 （株） 

代表取締役会長  太田 敬二 昭和17年４月19日生 

昭和40年４月 当社入社 

昭和52年４月 生産部長 

昭和54年10月 取締役就任 生産部長兼商品部長 

昭和57年４月 常務取締役就任 商品部長 

昭和59年10月 専務取締役就任 

昭和62年10月 代表取締役専務就任 

昭和63年10月 営業本部長 

平成４年４月 代表取締役副社長就任 

平成６年７月 代表取締役社長就任 

平成14年７月 代表取締役会長就任(現任) 

平成17年５月 株式会社イタリアントマト代表取

締役就任（現任） 

532,016 

代表取締役社長  柴田 裕 昭和39年１月12日生 

昭和62年３月 当社入社 

平成９年４月 広域営業本部第一営業部長 

平成９年６月 取締役就任 

平成11年４月 広域営業本部副本部長 

平成12年10月 常務取締役就任 

 企画本部長 

平成13年４月 マーケティング本部長 

平成13年６月 専務取締役就任 

平成14年１月 代表取締役専務就任 

平成14年７月 代表取締役社長就任（現任） 

236,300 

専務取締役  髙見 勇 昭和17年６月１日生 

昭和60年１月 当社入社 

昭和62年４月 製造部長 

平成２年４月 総合企画室長 

平成５年６月 取締役就任 

平成７年４月 企画本部長 

平成７年６月 常務取締役就任 

平成11年４月 管理本部長 

平成13年６月 専務取締役就任（現任） 

平成16年10月 株式会社キョーエイコーポレー

ション代表取締役社長就任（現

任） 

12,000 

常務取締役 
家庭用営業本

部長 
佐藤 俊郎 昭和21年６月１日生 

昭和44年３月 当社入社 

平成２年４月 営業本部東北統轄部長 

平成５年６月 取締役就任 

平成７年４月 営業本部副本部長兼第二営業部

長 

平成９年４月 広域営業本部長 

平成11年４月 常務取締役就任（現任） 

平成12年４月 営業統轄 

平成16年３月 家庭用営業本部長（現任） 

32,100 

常務取締役 管理本部長 新川 雄司 昭和29年１月１日生 

昭和52年３月 当社入社 

平成９年４月 企画本部総合企画室長 

平成10年４月 企画本部インテリジェンスオペ

レーティングセンター所長 

平成11年６月 取締役就任 

平成12年４月 経営企画室長 

平成13年４月 生産本部長 

平成15年４月 管理本部長（現任） 

平成15年６月 常務取締役就任（現任） 

平成17年10月 上海愛徳鍵餐飲有限公司董事長

就任（現任） 

8,100 

常務取締役 事業本部長 川股 一雄 昭和32年11月12日生 

昭和58年３月 当社入社 

平成４年９月 商品部購買課長 

平成７年４月 海外事業室課長 

平成12年４月 第一営業部長 

平成15年４月 広域営業本部長 

平成15年６月 取締役就任 

平成17年６月 常務取締役就任（現任） 

平成18年４月 事業本部長(現任) 

3,500 

 



 （注） 監査役山田 宰、監査役早川吉春及び前原一雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所 有 
株式数 
 （株） 

取締役 ＳＣＭ本部長 坂本 伸夫 昭和30年６月７日生 

昭和55年３月 当社入社 

平成７年４月 商品部購買課長 

平成10年８月 管理本部財務部長 

平成13年４月 経営企画室長 

平成13年６月 取締役就任（現任） 

 平成14年４月 品質保証部長兼環境対策チーム

リーダー 

平成16年３月 インテリジェンスオペレーティ

ングセンター所長 

平成17年３月 ＳＣＭ本部長（現任） 

2,500 

取締役   大木 透 昭和33年９月21日生 

昭和58年３月 当社入社 

平成９年４月 商品本部原料部長 

平成９年６月 取締役就任 

平成11年４月 商品本部副本部長 

平成13年４月 ロジスティクス本部長 

平成13年６月 常務取締役就任 

平成14年10月 マーケティング本部長 

平成17年３月 キーコーヒーサービス株式会社

（現キーコーヒーコミュニケー

ションズ株式会社）代表取締役

社長就任（現任） 

平成17年４月 取締役就任（現任） 

85,700 

常勤監査役  山内 進 昭和22年３月20日生 

昭和52年７月 当社入社 

平成７年４月 総合企画室長 

平成９年４月 管理本部主任調査役 

平成15年４月 管理本部担当部長兼法務・審査

チームリーダー 

平成16年６月 監査役就任（現任） 

19,600 

監査役  山田 宰 昭和18年９月９日生 

昭和49年４月 検事任官 

昭和60年３月 東京地方検察庁特別捜査部検事 

平成元年３月 検事退官 

平成元年４月 第一東京弁護士会登録 

平成元年４月 山田宰法律事務所開設（現在） 

平成10年６月 当社監査役就任（現任） 

2,700 

監査役  早川 吉春 昭和23年２月23日生 

昭和45年４月 監査法人中央会計事務所入所 

平成４年１月 中央監査法人業務本部担当代表

社員 

平成９年10月 中央監査法人退所 

平成９年12月 霞エンパワーメント研究所設立

 代表就任（現在） 

平成12年６月 当社監査役就任（現任） 

2,200 

監査役  前原 一雅 昭和16年３月６日生 

昭和46年４月 ピート マーウィック ミッチ

ェル会計事務所入所 

 経営コンサルティング部マネー

ジャー 

昭和57年７月 同所退所 

 ルイ ヴィトン ジャパン入社 

 法務渉外担当取締役 

 不正商品対策室長 

 日本商標協会常務理事 

平成13年３月 同社退社 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

2,000 

                               計 938,716 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  当社は、株主、お客様、社員をはじめとする様々なステークホルダーの期待にお応えするため、生活者の視点に立った

ＣＳＲ経営を方針に掲げ、企業としてさらに成長し企業価値を拡大することで、「常にコーヒーのおいしさを創造し、

人々のこころを満たし続ける企業」となることを目指しております。そのためには、コーポレートガバナンスの一層の強

化が不可欠であり、経営の透明性を確保しながら、支援・支持を得つづける体制の確立を考えております。 

（１）会社の機関の内容、内部統制システムの状況 

 当社の取締役会は、取締役８名で構成され、月１回定例開催するほか、必要に応じて臨時開催し、重要な業務執行に関

する事項を審議しております。また、経営環境の変化にすばやく対応するため、原則として週１回、取締役と経営幹部で

構成する業務執行会議において、各部門の状況報告とこれに基づく具体的な対応策を決定します。このほか、役付取締役

により月２回経営会議を開催し、経営の基本方針等の協議を行っております。 

 また、当社は監査役会制度を採用しており、取締役会を当社事業に精通した社内取締役で構成することにより経営効率

の維持・向上と経営に関するスピーディーな意思決定を行う一方、監査役とくに社外監査役によるモニタリング機能を重

視することにより、経営の健全性の維持・強化を図っております。監査役４名中３名が社外監査役で、その主たる職業も

山田宰氏は弁護士、早川吉春氏は公認会計士、前原一雅氏は元外資系企業役員の経験を生かし、各々の立場から取締役の

職務執行をチェックしております。 

 内部監査組織としては、社長直轄部署として監査室を設置し、定期及び不定期に内部業務監査を実施しており、人員は

６名となっております。 

 会計監査については 当社と監査契約を締結している監査法人トーマツから会計監査を受けております。当社の会計監

査業務を執行した公認会計士は、堤 佳史氏、中川幸三氏であり、会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士４名、会

計士補５名、その他２名であります。 

 監査役と会計監査人の連携に関しては、監査役は会計監査人の監査計画や重点監査項目をあらかじめ確認するとともに

適宜会計監査に立ち会うなどして、日頃より会計監査人との間で意見交換を行っているほか、期末には会計監査人から監

査の総合的かつ詳細な報告を受けております。 

 監査役と内部監査組織である監査室の連携に関しては、常勤監査役の定期的な内部監査報告会への出席を通じて、相互

に監査の質的向上を図っております。また監査室は会計監査人と定期的に意見交換を行っており、会計監査人による監査

報告会にも出席しております。 

（２）役員報酬及び監査報酬 

・株主総会決議に基づき取締役及び監査役に支払った報酬 

   取締役    10名    184百万円 

   監査役   ４名     29百万円 

  （注）当期末在籍人員は、取締役８名、監査役４名で、上記には期中退任取締役２名を含めております。 

・利益処分による役員賞与   

   取締役    10名     59百万円 

・株主総会決議に基づき取締役に支払った役員退職慰労金 

      取締役      ２名      21百万円  

・監査報酬 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  25百万円 

  （注）上記以外の報酬はありません。  

（３）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの状況 

 コンプライアンシーにつきましては、「企業理念」、「行動規範」をはじめとするコンプライアンスに係る規程を定

め、これらをもって全ての役員、社員が、法令、定款及び社会規範を遵守するための指針としております。また、その徹

底を期するため「企業理念」、「行動規範」をカード化し全員が常時携帯するとともに適宜教育・啓蒙を行い、ホームペ

ージ上でも公開しております。コンプライアンスと内部牽制の確保につきましては、代表取締役社長直轄の内部監査部門

である監査室が当社各部門及びグループ各社を往査し、業務が各種法令や社内規程に違反していないかを監査、その結果

を代表取締役並びに監査役に報告の上、必要な改善措置をとっております。 

 リスク管理につきましては、当社及びグループ各社の損失の危機を継続的にコントロールするため、「危機管理規程」

を制定するとともに、「内部通報規程」、「内部情報管理および内部者取引規制に関する規程」、「リスクマネジメント

運用マニュアル」、「災害に対する対応措置」、品質保証面での「苦情対応実施要綱」、電算機トラブル発生時の「非常

時対応ガイドライン」等を定め、日常的に運用しております。   



  また、発生したリスクに対応する機関として、リスク担当取締役をリーダーとするクライシスコントロールプロジェク

トチームを設置し、全社の事業活動に重大な影響をおよぼすリスクが発生したときは、「危機管理規程」に基づき速やか

にクライシスコントロールプロジェクトチームを召集するとともに、状況に応じて代表取締役を本部長とする対策本部を

設置し損害等の極小化を図る体制を整備しております。   

 グループ各社における内部統制の体制に関しましても、取締役会及び監査役設置の下、前記に準じた運用を行うことと

して、当社において制定した「関係会社管理規程」において案件別に管理基準を定め、各社の主体性を重視しつつ重要案

件については当社と協議、承認の上で実施する体制としております。また、グループの経営方針、経営戦略などの重要事

項を審議するとともに、情報の共有化を効率的に行うため、グループ各社のトップと当社の監査役が出席する「拡大経営

会議」を設置し毎月開催しております。   

（４）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社と当社の社外監査役には、人的関係及び取引関係等はございません。 

 資本関係につきましては、「役員の状況」をご参照下さい。  



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及

び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）並びに当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の連結財務諸表及び財務諸表について、監査

法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

１ 現金及び預金   7,516   7,180  

２ 受取手形及び売掛金   6,640   7,506  

３ 有価証券   701   963  

４ たな卸資産   1,590   1,787  

５ 繰延税金資産   463   529  

６ その他   242   418  

７ 貸倒引当金   -35   -55  

流動資産合計   17,120 39.9  18,330 36.4 

Ⅱ．固定資産        

１ 有形固定資産        

(1)建物及び構築物 ※１ 11,955   14,175   

減価償却累計額  5,992 5,962  7,493 6,681  

(2)機械装置及び運搬具  6,741   8,367   

減価償却累計額  3,672 3,068  5,302 3,065  

(3)土地 ※1,2  4,631   5,030  

(4)建設仮勘定   －   100  

(5)その他  3,660   3,855   

減価償却累計額  2,725 935  2,994 860  

有形固定資産合計   14,597 34.0  15,738 31.2 

２ 無形固定資産   821 1.9  863 1.7 

３ 投資その他の資産        

(1)投資有価証券 ※３  7,683   11,009  

(2)長期貸付金   66   274  

(3)繰延税金資産   3   64  

(4)再評価に係る繰延税金
資産 

※２  1,229   1,229  

(5)その他 ※３  1,679   3,276  

(6)貸倒引当金   -299   -373  

投資その他の資産合計   10,363 24.2  15,481 30.7 

固定資産合計   25,783 60.1  32,084 63.6 

資産合計   42,903 100.0  50,414 100.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

１ 支払手形及び買掛金   3,180   4,330  

２ 短期借入金 ※１  7   221  

３ 未払金   1,480   1,420  

４ 未払法人税等   630   607  

５ 賞与引当金   839   897  

６ その他   465   898  

流動負債合計   6,602 15.4  8,376 16.6 

Ⅱ．固定負債        

１ 長期借入金 ※１  1   400  

２ 繰延税金負債   1,104   1,979  

３ 退職給付引当金   7   49  

４ 役員退職慰労引当金   125   176  

５ 連結調整勘定   －   414  

６ その他   63   266  

固定負債合計   1,302 3.0  3,287 6.5 

負債合計   7,905 18.4  11,664 23.1 

（少数株主持分）        

 少数株主持分   － －  1,169 2.3 

（資本の部）        

Ⅰ．資本金 ※５  4,465 10.4  4,465 8.9 

Ⅱ．資本剰余金   4,875 11.4  4,912 9.8 

Ⅲ．利益剰余金   26,631 62.1  27,290 54.1 

Ⅳ．土地再評価差額金 ※２  -1,800 -4.2  -1,800 -3.6 

Ⅴ．その他有価証券評価差額
金 

  1,713 4.0  2,977 5.9 

Ⅵ．為替換算調整勘定   -5 -0.0  -2 -0.0 

Ⅶ．自己株式 ※６  -881 -2.1  -261 -0.5 

資本合計   34,998 81.6  37,580 74.6 

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計 

  42,903 100.0  50,414 100.0 

                



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高   42,546 100.0  52,153 100.0 

Ⅱ．売上原価   23,923 56.2  33,113 63.5 

売上総利益   18,623 43.8  19,039 36.5 

Ⅲ．販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費・見本費  1,812   1,644   

２．貸倒引当金繰入額  24   20   

３．給料賞与  5,766   6,185   

４．賞与引当金繰入額  747   782   

５．退職給付引当金繰入額  373   171   

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

 13   26   

７．研究開発費 ※１ 192   190   

８．その他  7,442 16,373 38.5 7,981 17,002 32.6 

営業利益   2,250 5.3  2,037 3.9 

Ⅳ．営業外収益        

１．受取利息  9   23   

２．受取配当金  78   101   

３．持分法による投資利益  22   3   

４．貸倒引当金戻入益  21   14   

５．連結調整勘定償却額  －   103   

６．その他  73 205 0.4 102 349 0.6 

Ⅴ．営業外費用        

１．保険解約返戻損  11   －   

２．支払利息  －   12   

３．その他  3 15 0.0 6 19 0.0 

経常利益   2,440 5.7  2,367 4.5 

Ⅵ．特別利益        

１．投資有価証券売却益  －   124   

２．代行返上益  1,573 1,573 3.7 － 124 0.3 

                

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ．特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 162   89   

２．固定資産売却損 ※３ 6   －   

３．減損損失  ※４  －   41   

４．投資有価証券売却損   －   2   

５．投資有価証券評価損  26   4   

６．貸倒引当金繰入額 ※５ 15   4   

７．会員権解約損   － 211 0.5 9 153 0.3 

税金等調整前当期純利
益 

  3,802 8.9  2,339 4.5 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,108   1,150   

法人税等調整額  
 (借方) 

549 1,657 3.9 
 (借方) 

74 1,224 2.4 

少数株主損失    － －  42 0.1 

当期純利益   2,145 5.0  1,156 2.2 

                



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ．資本剰余金期首残高   4,874  4,875 

Ⅱ．資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  0 0 36 36 

Ⅲ．資本剰余金期末残高   4,875  4,912 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ．利益剰余金期首残高   24,979  26,631 

Ⅱ．利益剰余金増加高      

１．当期純利益  2,145 2,145 1,156 1,156 

Ⅲ．利益剰余金減少高      

１．配当金  436  436  

２．役員賞与  57 493 60 497 

Ⅳ．利益剰余金期末残高   26,631  27,290 

            



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

   

税金等調整前当期純利益  3,802 2,339 

減価償却費   1,738 1,778 

連結調整勘定償却額    － -103 

固定資産除却損 ※３ 160 89 

減損損失    － 41 

投資有価証券評価損  26 4 

貸倒引当金の増加額又は減
少額（－） 

 2 -56 

賞与引当金の増加額又は減
少額（－） 

 -9 23 

退職給付引当金の減少額  -1,164 -2 

役員退職慰労引当金の増加
額又は減少額（－） 

 8 -20 

受取利息及び受取配当金  -87 -124 

支払利息  － 12 

持分法による投資利益  -22 -3 

保険解約返戻損   11 － 

固定資産売却損  6 － 

投資有価証券売却損   － 2 

投資有価証券売却益   － -124 

会員権解約損   － 9 

売上債権の増加額  -449 -479 

たな卸資産の増加額  -20 -42 

仕入債務の増加額  309 595 

未払金の増加額又は減少額
（－） 

 -168 76 

役員賞与の支払額  -57 -60 

その他  -212 205 

小計  3,876 4,158 

利息及び配当金の受取額  86 126 

利息の支払額   － -12 

法人税等の支払額  -1,066 -1,234 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 2,895 3,039 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

   

定期預金の預入による支出  -43 -14 

定期預金の払戻による収入  30 81 

投資有価証券の取得による
支出 

 -1,698 -2,323 

連結の範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による支出 

※２ -20 -361 

投資有価証券の売却及び償
還による収入 

 1,300 1,080 

有形固定資産の取得による
支出 

 -1,312 -1,147 

無形固定資産の取得による
支出 

 -101 -246 

その他  34 0 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 -1,811 -2,930 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

   

短期借入による収入  － 10 

短期借入金の返済による支
出 

 － -51 

長期借入による収入   － 100 

長期借入金の返済による支
出 

 -3 -245 

自己株式の売却による収
入  

 － 304 

ストックオプションの行使
による収入 

 31 353 

配当金の支払額  -436 -436 

その他  － -0 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 -408 34 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  676 142 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 6,793 7,469 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残
高 

※１ 7,469 7,612 

        



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ３社 (1)連結子会社の数 ５社 

 (2)連結子会社の名称 

キーコーヒーサービス株式会社 

株式会社キー商会 

株式会社キョーエイコーポレーション 

 上記のうち、㈱キョーエイコーポレ

ーションについては、当社が同社株式

を新規取得したことにより、当連結会

計年度より、連結子会社に含めており

ます。 

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありました青森キーコーヒー

株式会社は、平成16年４月１日付をも

って当社と合併しております。 

(2)連結子会社の名称 

キーコーヒーコミュニケーションズ株

式会社 （旧社名 キーコーヒーサー

ビス株式会社） 

キーアソシエイツ株式会社（旧社名 

株式会社キー商会） 

株式会社キョーエイコーポレーション 

株式会社イタリアントマト 

ニック食品株式会社 

 上記のうち、株式会社イタリアント

マト及びニック食品株式会社（旧社名 

ニック食品工業株式会社）については

前連結会計年度において持分法を適用

しない関連会社でありましたが、同社

株式を追加取得したことにより、当連

結会計年度より、連結子会社に含めて

おります。 

(3)非連結子会社の名称 

上海愛徳鍵餐飲有限公司 

 非連結子会社は、小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法を適用した関連会社の数  

３社 

(1)持分法を適用した関連会社の数  

       同左 

 (2)持分法を適用した関連会社の名称 

スラウェシ興産株式会社 

沖縄キーコーヒー株式会社 

台湾キーコーヒー株式会社 

なお、スラウェシ興産株式会社に持分

法を適用するに際しましては、同社の連

結財務諸表(連結子会社：P.T.TOARCO JA

YA)を基礎としております。 

(2)持分法を適用した関連会社の名称 

       同左 

   

  

  

 (3)持分法を適用しない関連会社の名称 

株式会社イタリアントマト 

ニック食品工業株式会社 

持分法を適用しない関連会社は連結純

損益及び連結剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

(3)          ────── 

        

   

  

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4)     ──────  (4)持分法を適用しない非連結子会社の

名称 

上海愛徳鍵餐飲有限公司 

持分法を適用しない非連結子会社は当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は連結決

算日と一致しております。 

  連結子会社の事業年度の末日が連結

決算日と異なる会社は次のとおりであ

ります。 

    会 社 名       期末決算日  

    ㈱イタリアントマト   ２月28日   

 連結子会社の期末決算日現在の財務諸

表を使用しております。 

 なお、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整をしております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

(い)時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

(い)時価のあるもの 

同左 

 (ろ)時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(ろ)時価のないもの 

同左 

 ロ     ────── 

  

ロ デリバティブ 

 時価法 

 ハ たな卸資産 

(い)製品、原材料及び仕掛品 

総平均法による原価法 

ハ たな卸資産 

(い)製品、原材料及び仕掛品 

   主として総平均法による原価法 

 (ろ)商品、貯蔵品 

最終仕入原価法 

(ろ)商品、貯蔵品 

同左 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く）に

ついては定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ８～50年 

機械装置及び運搬具     ９年 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

自社利用のソフトウェア   ５年 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、翌期支給見込額のうち当連結会

計年度の負担に属する部分を計上して

おります。 

ロ 賞与引当金 

同左 

 ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生年度に全額費

用処理しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により発

生年度から費用処理しております。 

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生年度に全額費

用処理しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により発

生年度から費用処理しております。 

   なお、当連結会計年度末では年金資産

の額が企業年金制度に係る退職給付債務

から未認識数理計算上の差異を控除した

金額を超過している状態のため、当該超

過額を前払年金費用（290百万円）とし

て投資その他の資産の「その他」に計上

しております。 

（追加情報） 

  当社及び一部の連結子会社は、確定

給付企業年金法の施行に伴い、厚生年

金の代行部分について、平成16年５月

１日に厚生労働大臣から過去分返上の

認可を受け、平成16年9月24日に国に返

還額（最低責任準備金）の納付を行い

ました。 

 当連結会計年度における損益に与え

ている影響額は、特別利益として1,573

百万円計上しております。 

  なお、当連結会計年度末では年金資産

の額が企業年金制度に係る退職給付債務

から未認識数理計算上の差異を控除した

金額を超過している状態のため、当該超

過額を前払年金費用(289百万円）として

投資その他の資産の「その他」に計上し

ております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末現在の支給見積

額を計上しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末現在の支給見積額を計上し

ております。なお、平成17年6月開催の

取締役会で役員退職慰労金制度の廃止が

決定されており、「役員退職慰労引当

金」は制度適用期間中から在任している

役員に対する支給予定額であります。  

 当社及び一部の連結子会社は、平成17

年6月の定時株主総会の役員退職慰労金

制度の廃止の決議に基づき、同月開催の

取締役会において、役員の退任時に退職

慰労金制度廃止日までの在任期間に応じ

た退職慰労金を支給することを決議しま

した。 

 その結果、それぞれの役員退職慰労金

制度廃止までの期間に対応する役員退職

慰労金相当額を長期未払金として固定負

債「その他」に含めて表示しています。 

（４）重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

（５）重要なヘッジ会計の

方法 

      ────── 

  

イ．ヘッジ会計の方法 

 一部の連結子会社は、金利スワップ取

引について、特例処理を適用していま

す。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象  借入金の利息 

ハ．ヘッジ方針 

 金利の変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を利用しています。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理を適用しているため、有効性

の評価を省略しております。  

（６）その他連結財務諸表

作成のための重要な事

項 

 消費税の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

  

  

 消費税の処理方法 

        同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は発生年度に全額償却し

ております。 

連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

 但し、金額が少額なものについては発

生年度に全額償却しております。  

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ケ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）が平成16年３月31日に終了する連結会計年度に係

る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、

当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用して

おります。 

 当グループは、原則として管理会計上の区分を基礎とし

各工場・営業所等をキャッシュ・フローを生み出す最小単

位として資産のグルーピングを行っております。これによ

る影響額はありません。 

           ────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 前連結会計年度までに区分掲記されていた「貸付金の

回収による収入」（当連結会計年度18百万円）は、少額

のため、投資活動によるキャッシュフロー「その他」含

めて表示してあります。  

                   ────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１        ────── ※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産  

建物及び構築物 129百万円

土地 168 

計  297 

上記に対する債務  

短期借入金   2百万円

長期借入金 2 

計 5 

※２ 土地の再評価 

 当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31

日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しております。 

※２ 土地の再評価 

 当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31

日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な

調整を行って算定する方法」を採用しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な

調整を行って算定する方法」を採用しております。 

再評価を行った年月日  平成14年３月31日 再評価を行った年月日  平成14年３月31日 

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額      1,027百万円 

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額        1,228百万円 

※３ 関連会社株式の額 ※３ 非連結子会社出資金及び関連会社株式の額 

投資有価証券         439百万円     投資有価証券（関連会社株式）     87百万円 

       その他（子会社出資金）         34百万円 

 ４ 保証債務 

 当社の関連会社であるスラウェシ興産㈱の借入債

務及び保証債務残高261百万円に対して、他の１社と

ともに連帯保証を行っており、当社の負担割合はそ

の50%であります。 

 ４ 保証債務 

 当社の関連会社であるスラウェシ興産㈱の借入債

務及び保証債務残高242百万円に対して、他の１社と

ともに連帯保証を行っており、当社の負担割合はそ

の50%であります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式22,464,000株 

であります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式22,464,000株 

であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は普通株式 

633,591株であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は普通株式

187,678株であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額   192百万円 ※１ 研究開発費の総額    190百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 20百万円

機械装置及び運搬具 12 

その他（有形固定資産） 85 

ソフトウエア 38 

解体撤去費用 1 

その他 5 

計 162 

建物及び構築物   19百万円

機械装置及び運搬具  16 

その他（有形固定資産）  46 

その他  7 

計  89 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 5百万円

その他（有形固定資産） 1 

計 6 

※３       ────── 

※４       ────── ※４ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

   当社グループは、事業区分毎に原則として管理会

計上の区分を基礎とし各工場、営業所、飲食店舗等

をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として資

産のグルーピングを行っております。 

 上記の飲食店舗につきましては、営業活動から生

じる損益が継続してマイナスであることから帳簿価

額を回収可能額まで減額し、当連結会計年度の減少

額を減損損失（41百万円）として特別損失に計上し

ております。 

事 業 区 分 地域・主な用途 種類 減損損失 

 飲食関連事業
 神戸、千葉  

 ・飲食店舗 
   建物    41百万円

※５ 貸倒引当金繰入額は、ゴルフ会員権等の預託保証

金に対するものであります。 

※５                   同左 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

平成17年３月31日現在 平成18年３月31日現在 

現金及び預金勘定 7,516百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預

金 
-46 

現金及び現金同等物 7,469 

現金及び預金勘定      7,180百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預

金 

     － 

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 431     

現金及び現金同等物 7,612 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった資産

及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに株式会社キョーエイコー

ポレーションを連結したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに「連結の範囲の変更を伴う

子会社株式取得のための支出」（純額）との関係は

以下のとおりです。 

流動資産 178百万円

固定資産 24 

流動負債 -51 

固定負債 -22 

連結調整勘定 9 

㈱キョーエイコーポレーションの

株式取得価額 
138 

㈱キョーエイコーポレーションの

現金及び現金同等物 
-117 

差引：「連結の範囲の変更を伴う

子会社株式取得のための支出」 
20 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった資産

及び負債の主な内訳 

 株式の追加取得により新たに株式会社イタリアン

トマトとニック食品株式会社を連結したことに伴う

連結開始時の資産及び負債の内訳並びに「連結の範

囲の変更を伴う子会社株式取得のための支出」（純

額）との関係は以下のとおりです。 

流動資産    1,707百万円

固定資産 3,380 

流動負債 -1,273 

固定負債 -811 

連結調整勘定 -517 

少数株主持分 -1,211 

既取得価額 -362 

㈱イタリアントマト及びニック食

品㈱の株式追加取得価額 
910 

㈱イタリアントマト及びニック食

品㈱の現金及び現金同等物 
-549 

差引：「連結の範囲の変更を伴う

子会社株式取得のための支出」 
361 

※３ 固定資産除却損は、連結損益計算書の固定資産除

却損計上額から解体撤去費用を除いた非資金費用の

金額を記載しております。 

※３          ────── 



（リース取引関係） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び連結会計年度末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

連結会計
年度末残
高相当額 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 

671 634 37 

その他 187 169 17 

合計 858 804 54 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 

 
取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

（百万円） 

連結会計

年度末残

高相当額 

（百万円）

機械装置 

及び 

運搬具 

649 611 38 

有形固定資

産 

（その他） 

718 380 338 

無形固定資

産 
21 11 9 

合計 1,389 1,003 386 

 ２．未経過リース料連結会計年度末残高

相当額 

２．未経過リース料連結会計年度末残高

相当額等 

 未経過リース料連結会計年度末残高

相当額 

 １年内 40百万円

１年超 17 

合計 57 

１年内   151百万円

１年超 243 

合計 395 

 ３．支払リース料等 ３．支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

 支払リース料  168百万円

減価償却費相当額 155 

支払利息相当額 3 

支払リース料    174百万円

減価償却費相当額 166 

支払利息相当額 9 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 ６．     ────── ６．減損損失について 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない有価証券の連結貸借対照表計上額 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

その他有価証券 

非上場株式               23百万円 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

その他有価証券 

非上場株式               29百万円 

ＭＭＦ等                431百万円 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1)株式 1,924 4,572 2,648 2,680 7,339 4,659 

(2)債券       

①国債・地方

債等 
－ － － － － － 

②社債 1,403 1,411 8 400 401 0 

(3)その他 707 958 251 892 1,268 375 

小計 4,034 6,942 2,907 3,973 9,009 5,035 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1)株式 159 137 -21 78 72 -5 

(2)債券       

①国債・地方

債 
500 500 -0 204 203 -0 

②社債 303 303 -0 2,154 2,138 -16 

(3)その他 39 38 -0 － － － 

小計 1,002 979 -23 2,437 2,415 -21 

合計 5,037 7,922 2,884 6,410 11,424 5,013 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

－ － － 379 124 -2 



４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

５ その他有価証券で時価のあるものについての減損処理方法 

 その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能

性がないものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性の判定を

行い減損処理の要否を決定しております。 

（デリバティブ取引関係） 

 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

債    券     

国債・地方債 500 － 0 203 

社   債 201 1,512 531 2,008 

合   計 701 1,512 531 2,212 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1)取引の内容 

 デリバティブ取引がないため、該当事項はあり

ません。 

１．取引の状況に関する事項 

(1)取引の内容 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引の

みのため、記載すべき事項はありません。 

(2)取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、当面行う方針はありませ

ん。 

(2)取引に対する取組方針 

 一部連結子会社において、借入金に係る金利変

動リスクを軽減する目的に限定し、金利スワップ

取引を行っております。 

 投機取引やトレーディング目的の取引は行って

おりません。  

２．取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

２．取引の時価等に関する事項 

同左 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度を採用しております。 

 また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退

職金を支払う場合があります。 

 当社及び一部の連結子会社は、昭和63年10月により厚生年金基金制度を採用していましたが、厚生年金基金の代

行部分について、平成15年８月24日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を、平成16年５月１日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を受けており、平成16年５月１日付にて厚生年金基金から企業年金基金へ制度移行し

ております。 

 一部の連結子会社は、退職一時金制度及び適格退職年金制度を採用しています。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

退職給付債務（百万円） -3,804 -4,178 

年金資産（百万円） 3,800 4,861 

未積立退職給付債務（百万円） -4 683 

未認識数理計算上の差異（百万円） 302 -444 

連結貸借対照表計上額純額（百万円） 298 239 

前払年金費用（百万円） 290 289 

退職給付引当金（百万円） 7 -49 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

（注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 
 
                      同左 



３ 退職給付費用の内訳 

４ 退職給付債務等の計算基礎 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

勤務費用（注）２（百万円） 175 193 

利息費用（百万円） 119 88 

期待運用収益（百万円） -118 -132 

数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 244 53 

退職給付費用（百万円） 421 202 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(注)1．上記退職給付以外に、割増退職金を217百万円

支払っております。 

 (注)1．上記退職給付以外に、割増退職金を105 百万円

支払っております。 

２．出向者に係る出向先負担額を控除しておりま

す。 

 ２．出向者に係る出向先負担額を控除しておりま

す。 

 ３．厚生年金基金の代行部分について、平成16年

５月１日に厚生労働大臣より過去分返上の認可

を受けたことに伴い、特別利益に代行返上益を

1,573百万円計上しております。 

   ３．       － 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

割引率（％） 2.3 2.0 

期待運用収益率（％） 2.5 3.5 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

過去勤務債務の処理年数 発生年度に全額費用処理 同左 

数理計算上の差異の処理年数 発生年度より５年（定額法） 同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

平成17年３月31日現在 平成18年３月31日現在 

繰延税金資産 繰延税金資産 

賞与引当金損金算入限度超過額 339百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 118 

繰越欠損金 105 

会員権評価損否認 98 

未払事業税 54 

その他 156 

小計 871 

評価性引当額 -105 

繰延税金資産計 766 

賞与引当金損金算入限度超過額    363百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 156 

繰越欠損金 124 

会員権評価損否認 79 

未払事業税 71 

その他 285 

小計 1,082 

評価性引当額 -229 

繰延税金資産計 852 

繰延税金負債 繰延税金負債 

その他有価証券評価差額 -1,170 

前払年金費用 -118 

圧縮記帳積立金 -79 

その他 -36 

繰延税金負債計 -1,404 

その他有価証券評価差額 -2,036 

前払年金費用 -117 

圧縮記帳積立金 -77 

その他 -8 

繰延税金負債計 -2,239 

繰延税金負債の純額 -637 繰延税金負債の純額 -1,386 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別内訳 

平成17年３月31日現在 平成18年３月31日現在 

 ％

法定実効税率 40.6 

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6 

住民税均等割 2.3 

特別税額控除 -1.5 

その他 -0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6 

 ％

法定実効税率 40.6 

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.5 

住民税均等割 4.8 

特別税額控除 -1.7 

連結調整勘定償却 -1.8 

評価性引当額増加額 5.3 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高、営業利益及び資産の金額の合計額に占めるコーヒー製造販売関連事業の売上高、営

業利益及び資産の金額の割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は平成17年４月１日付でニック食品㈱、平成17年４月15日付で㈱イタリアントマトをそれぞれ連結子会

社と致しました。その結果、飲食関連事業の売上の金額が全セグメントの売上の金額の10％以上となったた

め、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを開示致しております。 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

 ２．各区分に属する主要な事業の内容 

コーヒー関連事業 レギュラーコーヒーの製造販売、喫茶関連食品等の仕入販売、 

         コーヒー農園の経営 

飲食関連事業   飲食店の経営 

その他         トラック運送業務、損害保険代理店業務、飲料等の製造販売など 

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、４億28百万円であり、その主

なものは親会社におけるグループ全体の管理業務に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、128億45百万円であり、その主なものは当

社での余資運用資金（現預金及び有価証券等）及び管理部門に係る資産であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

 
コーヒー関連
事業 

（百万円） 

飲食関連事業
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 
            

(1）外部顧客に対する売上高 45,720 5,334 1,098 52,153 － 52,153 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
121 28 792 941 -941 － 

計 45,841 5,362 1,890 53,095 -941 52,153 

   営業費用 43,444 5,252 1,915 50,612 -496 50,116 

   営業利益 2,397 110 -25 2,482 -445 2,037 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

    資産 34,010 3,370 1,899 39,279 11,134 50,414 

  減価償却費 1,525 160 63 1,748 29 1,778 

  減損損失 － 41 － 41 － 41 

  資本的支出 1,072 83 220 1,376 － 1,376 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 同上 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 同上 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1)役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件等の決定方法等 

（柴田 誠） 

横浜中央営業所の倉庫として賃借しているもので、不動産鑑定士による鑑定評価額を参考にして、交渉のう

え決定しております。 

（株式会社トリコロール） 

当社役員（太田敬二、柴田裕）及びその近親者が議決権の53％を直接、18％を間接保有しております。 

販売価格その他の取引条件は、他の大手外食チェーン企業と同様の条件を基本として当社から見積書を提示

し、交渉のうえ決定しております。 

また、賃貸料は不動産鑑定士による鑑定評価額を参考にして算定しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近親者 

柴田 誠 

（当社代

表取締役

の弟） 

－ － － 
被所有 

直接２％ 
－ － 建物の賃借 11 

前払費用 0 

差入保証

金 
10 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社 

㈱トリコ

ロール 

東京都

中央区 
100 飲食店経営 なし なし 

当社製

品・商

品の販

売 

製品・商品の

販売 
55 売掛金 13 

事務所等賃貸 5 － － 



 上記のほか、新株予約権及び旧商法第210条ノ2の規定に基づいて役員に付与したストックオプションの期末残高は以

下のとおりです。 

（1）新株予約権残高 

（2）旧商法第210条ノ2の規定に基づいて付与したストックオプション残高 

区分 氏名 新株予約権残高（百万円） 

代表取締役会長 太田敬二 17 

代表取締役社長 柴田 裕 17 

専務取締役 髙見 勇 17 

常務取締役 佐藤俊郎 17 

常務取締役 大木 透 17 

常務取締役 新川雄司 17 

取締役 武田清憲 17 

取締役 坂本伸夫 14 

取締役 川股一雄 14 

取締役 佐山昭二 17 

計 173 

区分 氏名 ストックオプション残高（百万円） 

代表取締役会長 太田敬二 4 

代表取締役社長 柴田 裕 4 

専務取締役 髙見 勇 4 

常務取締役 佐藤俊郎 4 

常務取締役 大木 透 4 

取締役 武田清憲 4 

取締役 坂本伸夫 7 

取締役 川股一雄 7 

取締役 佐山昭二 4 

計 44 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1)役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件等の決定方法等 

（柴田 誠） 

横浜中央営業所の倉庫として賃借しているもので、不動産鑑定士による鑑定評価額を参考にして、交渉のう

え決定しております。 

（株式会社トリコロール） 

当社役員（太田敬二、柴田裕）及びその近親者が議決権の51％を直接保有しております。 

販売価格その他の取引条件は、他の大手外食チェーン企業と同様の条件を基本として当社から見積書を提示

し、交渉のうえ決定しております。 

また、賃貸料は不動産鑑定士による鑑定評価額を参考にして算定しております。 

（ブルディガラ株式会社） 

株式会社トリコロールが議決権の81％を直接保有しております。 

販売価格その他の取引条件は、他の大手外食チェーン企業と同様の条件を基本として当社から見積書を提示

し、交渉のうえ決定しております。 

 上記のほか、新株予約権の期末残高は以下のとおりです。 

新株予約権残高 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近親者 

柴田 誠 

（当社代

表取締役

の弟） 

－ － － 
被所有 

直接２％ 
－ － 建物の賃借 10 

前払費用 

差入保証

金 

0 

10 

  

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社 

㈱トリコ

ロール 

東京都

中央区 
100 飲食店経営 なし なし 

当社製

品・商

品の販

売 

製品・商品の

販売 
54 売掛金 13 

事務所等賃貸 6 － － 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社の子会社 

ブルディ

ガラ㈱ 

東京都

港区 
10 飲食店経営 なし  なし 

当社製

品・商

品の販

売 

製品・商品の

販売 
3 売掛金 0 

区分 氏名 新株予約権残高（百万円） 

代表取締役会長 太田敬二 22 

代表取締役社長 柴田 裕 22 

専務取締役 髙見 勇 22 

常務取締役 佐藤俊郎 22 

常務取締役 新川雄司 22 

常務取締役 川股一雄 19 

取締役 坂本伸夫 19 

取締役 大木 透 22 

監査役 山内 進 1 

計 175 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額（円 銭） 1,600 40 1,684 77  

１株当たり当期純利益金額（円 銭） 

  
   95 56  50 30  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

（円 銭） 
95 52  50 21  

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,145 1,156 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 50 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(60) (50) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,084 1,106 

期中平均株式数（株） 21,814,853 22,003,925 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 9,427 42,531 

（うち旧商法第210条ノ２の規定に基づく自己株式

方式によるストックオプション 

平成13年６月27日の定時株主総会決議） 

(6,712) (-) 

（うち新株予約権） (2,715) (42,531) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

旧商法第210条ノ２の規定に基

づく自己株式方式によるスト

ックオプション。 

平成12年６月29日の定時株主

総会決議    194,000株 

        ────── 

  新株予約権 

平成15年６月20日の定時株主

総会決議    298,000株 

 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社は、平成17年３月22日開催の取締役会決議に基づ

き、平成17年４月15日付で株式会社ナムコより株式会社

イタリアントマトの株式を取得いたしました。 

 これにより同社は当社の子会社となりました。 

 

取得株式数        107千株 

取得金額         711百万円 

取得後の当社の持株数    205千株 

取得後の当社の持分比率 51.0％ 

 

 なお、株式会社イタリアントマトの直近期における決

算の概要は以下のとおりです。 

決算期       平成17年２月期 

売上高          5,172百万円 

経常利益          45百万円 

当期純損失         6百万円 

資産総額         3,472百万円 

負債総額         1,747百万円         

           ────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 10 1.4  － 

１年以内返済予定の長期借入金 7 211 1.6  － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1 400 1.6 平成19年 

その他の有利子負債 － － － －  

合計 8 622 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 174 226 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

１．現金及び預金   7,232   6,295  

２．受取手形   196   209  

３．売掛金   6,419   7,055  

４．有価証券   701   531  

５．商品   304   307  

６．製品   730   636  

７．原材料   367   517  

８．仕掛品   140   156  

９．貯蔵品   71   74  

10．前払費用   194   205  

11．繰延税金資産   449   455  

12．その他   40   45  

13．貸倒引当金   -35   -32  

流動資産合計   16,811 39.4  16,460 35.3 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ．固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物  11,238   11,303   

減価償却累計額  5,458 5,779  5,792 5,510  

(2)構築物  713   720   

減価償却累計額  531 182  552 167  

(3)機械装置  6,618   6,939   

減価償却累計額  3,571 3,046  4,200 2,739  

(4)車両運搬具  25   33   

減価償却累計額  16 9  20 13  

(5)器具備品  3,529   3,472   

減価償却累計額  2,632 897  2,722 749  

(6)土地 ※１  4,631   4,631  

(7)建設仮勘定   －   90  

有形固定資産合計   14,546 34.1  13,902 29.8 

２．無形固定資産        

(1) 借地権   184   184  

(2) ソフトウェア   413   559  

(3) ソフトウェア仮勘定   147   －  

(4) 電話加入権   51   51  

(5) その他   21   19  

無形固定資産合計   818 1.9  814 1.7 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券   7,244   10,897  

(2)関係会社株式   618   1,639  

(3)出資金   7   7  

(4)関係会社出資金   －   34  

(5)従業員長期貸付金   66   57  

(6)更生債権等   87   71  

(7)長期前払費用   46   73  

(8)前払年金費用   272   269  

 (9)再評価に係る繰延税金
資産 

※１  1,229   1,229  

(10)差入保証金   649   649  

(11)会員権   468   413  

(12)その他   89   389  

(13)貸倒引当金   -299   -257  

投資その他の資産合計   10,481 24.6  15,476 33.2 

固定資産合計   25,846 60.6  30,193 64.7 

資産合計   42,657 100.0  46,654 100.0 

                

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

１．支払手形   19   31  

２．買掛金   3,154   3,909  

３．未払金   1,475   1,257  

４．未払消費税   113   100  

５．未払費用   283   299  

６．未払法人税等   629   525  

７．預り金   50   38  

８．賞与引当金   824   839  

流動負債合計   6,550 15.4  7,002 15.0 

Ⅱ．固定負債        

１．繰延税金負債   1,000   1,872  

２．役員退職慰労引当金   116   －  

３．その他  ※２  －   146  

固定負債合計   1,117 2.6  2,018 4.3 

負債合計   7,667 18.0  9,021 19.3 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ．資本金 ※４  4,465 10.4  4,465 9.6 

Ⅱ．資本剰余金        

１．資本準備金  4,885   4,885   

２．その他資本剰余金        

(1)自己株式処分差益  1   38   

資本剰余金合計   4,887 11.5  4,923 10.6 

Ⅲ．利益剰余金        

１．利益準備金  609   609   

２．任意積立金        

(1)特別償却準備金  1   1   

(2)圧縮記帳積立金  119   116   

(3)別途積立金  23,700   25,300   

３．当期未処分利益  2,176   1,303   

利益剰余金合計   26,606 62.4  27,330 58.6 

Ⅳ．土地再評価差額金 ※１  -1,800 -4.2  -1,800 -3.9 

Ⅴ．その他有価証券評価差額
金 

  1,713 4.0  2,974 6.4 

Ⅵ．自己株式 ※５  -881 -2.1  -261 -0.6 

資本合計   34,990 82.0  37,632 80.7 

負債、資本合計   42,657 100.0  46,654 100.0 

                



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高        

１．製品売上高  30,441   33,567   

２．商品売上高  10,602   10,864   

３．飲食売上高  509   406   

４．その他の営業収益  704 42,258 100.0 585 45,423 100.0 

Ⅱ．売上原価        

１．製品売上原価        

(1)製品期首たな卸高  673   730   

(2)当期製品製造原価  14,385   18,093   

(3)当期製品仕入高  1,327   1,375   

合計  16,386   20,199   

(4)他勘定振替高 ※１ 103   85   

(5)製品期末たな卸高  730   636   

製品売上原価  15,551   19,477   

２．商品売上原価        

(1）商品期首たな卸高  283   304   

(2）当期商品仕入高  8,247   8,391   

合計  8,530   8,695   

(3）他勘定振替高 ※１ 343   307   

(4）商品期末たな卸高  304   307   

商品売上原価  7,883   8,080   

３．飲食売上原価 ※２ 91   65   

４．その他の売上原価 ※３ 359 23,886 56.5 250 27,873 61.4 

売上総利益   18,372 43.5  17,550 38.6 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅲ．販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費・見本費  1,806   1,553   

２．荷造運送費  1,534   1,578   

３．車両費  442   465   

４．貸倒引当金繰入額  24   14   

５．役員報酬  234   213   

６．給料賞与  5,576   5,499   

７．賞与引当金繰入額  731   741   

８．退職給付引当金繰入額  368   166   

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

 12   22   

10．福利厚生費  792   810   

11．賃借料  1,326   1,291   

12．減価償却費  725   618   

13．消耗品費  412   440   

14．研究開発費 ※４ 192   186   

15．その他  1,934 16,114 38.2 1,902 15,504 34.1 

営業利益   2,257 5.3  2,045 4.5 

Ⅳ．営業外収益        

１．受取利息  2   2   

２．有価証券利息  7   10   

３．受取配当金  78   100   

４．貸倒引当金戻入益  21   13   

５．受取家賃  20   20   

６．その他  51 181 0.4 63 211 0.5 

Ⅴ．営業外費用        

１．保険解約返戻損  11   －   

２．その他  3 15 0.0 2 2 0.0 

経常利益   2,424 5.7  2,254 5.0 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ．特別利益        

１．投資有価証券売却益  －   124   

２．代行返上益   1,542 1,542 3.7 － 124 0.3 

Ⅶ．特別損失        

１．固定資産除却損 ※５ 162   76   

２．固定資産売却損 ※６ 6   －   

３．投資有価証券売却損  －   2   

４．投資有価証券評価損  26   3   

５．貸倒引当金繰入額 ※７ 15   4   

６．会員権解約損   － 210 0.5 9 96 0.3 

税引前当期純利益   3,755 8.9  2,282 5.0 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,105   1,057   

法人税等調整額  
 （借方） 

530 1,635 3.9 
 （借方） 

4 1,062 2.3 

当期純利益   2,119 5.0  1,220 2.7 

前期繰越利益   274   302  

中間配当額   218   218  

当期未処分利益   2,176   1,303  

                



製造原価明細書 

（注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ．原材料費  10,784 73.1 14,463 78.8 

Ⅱ．労務費  974 6.6 942 5.1 

Ⅲ．経費  2,986 20.3 2,954 16.1 

（うち賃借料）  (120) (0.8) (48) (0.3) 

（うち外注加工費）  (1,078) (7.3) (1,125) (6.1) 

当期総製造費用  14,745 100.0 18,360 100.0 

期首仕掛品たな卸高  139  140  

合計  14,884  18,500  

期末仕掛品たな卸高  140  156  

他勘定振替高  359  250  

当期製品製造原価  14,385  18,093  

            

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．原価計算の方法 

 工程別総合原価計算を採用しております。 

１．原価計算の方法 

同左 

２．他勘定振替高は、得意先が調達した原料の加工のみ

を受託する取引に係る加工費の振替額であります。 

２．          同左 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（平成17年６月21日） 
当事業年度 

（平成18年６月22日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．当期未処分利益   2,176  1,303 

Ⅱ．任意積立金取崩高      

圧縮記帳積立金取崩髙  2   2   

特別償却準備金取崩髙  0 3 0 2 

合計   2,179  1,306 

Ⅲ．利益処分額      

１．配当金  218  222  

２．取締役賞与金  59  50  

３．任意積立金      

（1）別途積立金  1,600 1,877 700 972 

Ⅳ．次期繰越利益   302  333 

            



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価  

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品、原材料及び仕掛品 

 総平均法による原価法 

(1) 製品、原材料及び仕掛品 

同左 

 (2) 商品、貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2) 商品、貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く）に

ついては定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物    8～50年 

機械装置  9年 

器具備品  5～6年 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

自社利用のソフトウェア  5年 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

 均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、翌期支給見込額のうち当期の負

担に属する部分を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務は発生年度に全額費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（5年）による定額法により発生

年度から費用処理しております。 

 なお、当事業年度末では年金資産の

額が企業年金制度に係る退職給付債務

から未認識数理計算上の差異を控除し

た金額を超過している状態のため、当

該超過額を前払年金費用（272百万円）

として計上しております。 

（追加情報） 

  当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成16年５月１日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受け、平成

16年９月24日に国に返還額（最低責任

準備金）の納付をおこないました。 

 当事業年度における損益に与えてい

る影響額は、特別利益として1,542百万

円計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務は発生年度に全額費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（5年）による定額法により発生

年度から費用処理しております。 

 なお、当事業年度末では年金資産の

額が企業年金制度に係る退職給付債務

から未認識数理計算上の差異を控除し

た金額を超過している状態のため、当

該超過額を前払年金費用（269百万円）

として計上しております。 

  

   

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末現在の支給見積

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 平成17年6月の定時株主総会の役員退職

慰労金制度の廃止の決議に基づき、同月

開催の取締役会において、役員の退任時

に退職慰労金制度廃止日までの在任期間

に応じた退職慰労金を支給することを決

議しました。 

 その結果、役員退職慰労金制度廃止まで

の期間に対応する役員退職慰労金相当額

を長期未払金として固定負債「その他」

に含めて表示しています。  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

(1）消費税の処理方法 

同左 

     



会計方針の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）)が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財

務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年

度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。 

 当社は、原則として管理会計上の区分を基礎とし各工

場・営業所等をキャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して資産のグルーピングを行っております。これによる影

響額はありません。 

          ────── 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （損益計算書関係） 

 前事業年度まで区分掲記していた「保険解約返戻益」

（当事業年度１百万円）は、資産総額の100分の10以下と

なったため、営業外収益「その他」に含めて表示するこ

とに変更しています。 

  

            ────── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日改

正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

※１．土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日改

正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な

調整を行って算定する方法」を採用しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な

調整を行って算定する方法」を採用しております。 

再評価を行った年月日  平成14年３月31日 再評価を行った年月日  平成14年３月31日 

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価格との差額    1,027百万円 

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価格との差額     1,228百万円 

※２．             ────── ※２．取締役に対する長期金銭債務 

 取締役に対する長期金銭債務118百万円は、将来の

退任時に支給する退職慰労金に係る債務であり、固

定負債の「その他」に含めて表示しております。 

３．当社の関連会社であるスラウェシ興産㈱の借入債

務及び保証債務残高261百万円に対して、他の１社と

ともに連帯保証を行っており、当社の負担割合はそ

の50%であります。 

３．当社の関連会社であるスラウェシ興産㈱の借入債

務及び保証債務残高242百万円に対して、他の１社と

ともに連帯保証を行っており、当社の負担割合はそ

の50%であります。 

※４．会社が発行する株式の種類    普通株式 ※４．会社が発行する株式の種類    普通株式 

会社が発行する株式の総数 70,000,000株

発行済株式総数 22,464,000株

会社が発行する株式の総数 70,000,000株

発行済株式総数 22,464,000株

※５．自己株式の数     普通株式    633,591株 ※５．自己株式の数     普通株式     187,678株 

６．        ────── ６．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,974百万円

であります。   



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

消耗品費 187百万円

広告宣伝費・見本費 159 

その他の販売費及び一般管理費 9 

飲食売上原価 91 

計 447 

消耗品費    186百万円

広告宣伝費・見本費     132  

その他の販売費及び一般管理費 8  

飲食売上原価 65  

計 392  

※２．飲食売上原価は、製品売上原価及び商品売上原価

から振替えた金額であり、その振替額はそれぞ

れ、17百万円及び73百万円であります。 

※２．飲食売上原価は、製品売上原価及び商品売上原価

から振替えた金額であり、その振替額はそれぞ

れ、14百万円及び51百万円であります。 

※３．その他の売上原価は、得意先が調達した原料の加

工のみを行う取引に係るものであり、当期製品製

造原価からの振替額であります。 

※３．         同左 

※４．研究開発費の総額は192百万円であります。 ※４．研究開発費の総額は186百万円であります。 

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 19百万円 

機械装置     12  

器具備品  84 

ソフトウエア  38 

解体撤去費用      1 

その他      5 

計     162 

建物   9百万円 

機械装置 16  

器具備品   43 

その他           7 

計          76 

※６．固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 5百万円 

器具備品 1 

計 6 

※６．            ────── 

※７．貸倒引当金繰入額は、ゴルフ会員権等の預託保証

金によるものであります。 

※７．                同左 



（リース取引関係） 

（有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）） 

前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 647 622 25 

その他 211 181 29 

合計 858 804 54 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 597 597 － 

その他 102 44 57 

合計 699 642 57 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 40百万円

１年超 17 

合計 57 

１年内   21百万円

１年超 35 

合計 57 

 ３．支払リース料等 ３．支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

 支払リース料 168百万円

減価償却費相当額 155 

支払利息相当額 3 

支払リース料    28百万円

減価償却費相当額 26 

支払利息相当額 1 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

６．     ────── 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

６．減損損失について 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

平成17年３月31日現在 平成18年３月31日現在 

繰延税金資産  

 賞与引当金損金算入限度超過額 334百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 118 

 関係会社株式評価損否認 99 

 会員権評価損否認 98 

 未払事業税 54 

 その他 139 

 繰延税金資産計 844 

繰延税金資産  

 賞与引当金損金算入限度超過額    340百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 101 

 関係会社株式評価損否認 99 

 会員権評価損否認 76 

 その他 190 

 繰延税金資産計 808 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額 -1,170 

 前払年金費用 -110 

 圧縮記帳積立金 -79 

 その他 -35 

 繰延税金負債計 -1,396 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額 -2,031 

 前払年金費用 -109 

 圧縮記帳積立金 -77 

 その他 -7 

 繰延税金負債計 -2,225 

 繰延税金負債の純額 -551  繰延税金負債の純額 -1,416 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別の内訳 

平成17年３月31日現在 平成18年３月31日現在 

 ％ 

 法定実効税率 40.6 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6 

 住民税均等割 2.3 

 特別税額控除 -1.6 

 その他 -0.3 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 

 ％ 

 法定実効税率 40.6 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 4.3 

 住民税均等割 3.8 

 特別税額控除 -1.8 

 その他 -0.4 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額（円 銭） 1,600 11 1,687 10  

１株当たり当期純利益金額（円 銭） 

  
94 45 53  19  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額（円 銭） 
94 41 53  09  

 前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,119 1,220 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 59 50 

（うち利益処分による役員賞与金 

 (百万円)) 
(59) (50) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,060 1,170 

期中平均株式数（株） 21,814,853 22,003,925 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 9,427 42,531 

（うち旧商法第210条ノ２の規定に基づく

自己株式方式によるストックオプション

平成13年6月27日の定時株主総会決議) 

(6,712) (-) 

（うち新株予約権） (2,715) (42,531) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

く自己株式方式によるストックオ

プション。 

平成12年6月29日の定時株主総会

決議        194,000株 

           ────── 

  新株予約権 

平成15年６月20日の定時株主総会

決議        298,000株 

 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有

価証券 

その他有

価証券 

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 518,919 2,418 

㈱みずほフィナンシャルグループ 651 627 

イオン㈱ 103,309 294 

前田建設工業㈱ 380,000 267 

㈱ユニマットオフィスコ 117,485 234 

サト レストランシステムズ㈱ 308,500 216 

東京リース㈱ 101,150 191 

㈱ユニカフェ 104,000 177 

㈱千趣会 100,000 165 

ロイヤルホールディングス㈱ 84,296 159 

㈱札幌北洋ホールディングス 76 101 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 70 91 

明治乳業㈱ 121,876 83 

㈱中村屋 100,000 73 

㈱三越 96,005 72 

㈱りそなホールディングス 170 69 

㈱不二家 270,379 68 

㈱東京會舘 72,681 61 

㈱トーメン 294,000 61 

関西電力㈱ 23,300 60 

中部電力㈱ 19,900 58 

㈱大丸 33,660 58 

三井物産㈱ 34,034 57 

九州電力㈱ 21,800 57 

㈱吉野家ディーアンドシー 277 57 

東京電力㈱ 19,300 56 

㈱フジ 30,359 55 

日本郵船㈱ 73,000 52 

㈱木曽路 20,357 48 

東燃ゼネラル石油㈱ 39,000 46 

その他102銘柄 1,197,165 1,374 

計 4,285,735 7,420 



【債券】 

有価証券 
その他有

価証券 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

第４７９回東京電力普通社債 100 100 

第７４回オリックス無担保社債 100 100 

第３０回三井化学普通社債 100 100 

第１４回サッポロホールディングス無担

保社債 
100 100 

第３回東洋鋼鈑無担保社債  100 100 

その他１銘柄 30 29 

小計 530 531 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

第２３３回利付国庫債券（２年） 200 199 

第４３回ＪＦＥスチール無担保社債 100 100 

第１回明治製菓無担保社債 100 100 

第４０４回東北電力普通社債 100 100 

第１７回シャープ無担保社債 100 100 

第４４回ＪＦＥスチール無担保社債 100 100 

第４１８回東北電力普通社債 100 99 

第１７回富士電機ホールディングス社債 100 99 

第２２回アサヒビール無担保社債 100 99 

第３回キッコーマン社債 100 99 

第５９回東京三菱社債 100 99 

第３０回ダイヤモンドリース社債 100 99 

第２８回大日本インキ化学工業無担保社

債 
100 99 

第９回トヨタファイナンス社債 100 99 

第１８回ソニー社債 100 98 

第３回三井倉庫社債 100 98 

第４３回日産自動車社債 100 98 

第１８回住友電装社債 100 98 

第８回東京リース社債 100 98 

第１３回日立製作所社債 100 97 

第４３６回関西電力普通社債 70 69 

第３回資生堂社債 50 49 

小計 2,220 2,208 

計 2,750 2,739 



【その他】 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

日本ビルファンド投資法人投資証券 206 224 

東急リアル・エステート投資法人投資証

券 
155 144 

野村不動産オフィスファンド投資法人投

資証券 
111 110 

ユナイテッド・アーバン投資法人投資証

券 
150 109 

グローバル・ワン投資法人投資証券 96 95 

日本プライムリアルティ投資法人投資証

券 
256 91 

フロンティア不動産投資法人投資証券 100 91 

日本好配当リバランスオープン投資信託 5,000 52 

ジャパンリアルエステイト投資法人投資

証券 
51 52 

阪急リート投資法人 65 49 

その他１０銘柄 17,902 246 

計 24,092 1,268 



【有形固定資産等明細表】 

   (注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

２．長期前払費用の差引期末残高欄（ ）内の金額は、１年内償却予定額（内書）であり、貸借対照表上は、流

動資産の「前払費用」に含まれております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期
末残高 
（百万円）

有形固定資産        

建物 11,238 93 29 11,303 5,792 353 5,510 

構築物 713 7 0 720 552 21 167 

機械装置 6,618 414 93 6,939 4,200 705 2,739 

車両運搬具 25 10 2 33 20 6 13 

器具備品 3,529 189 246 3,472 2,722 292 749 

土地 4,631 － － 4,631 － － 4,631 

建設仮勘定 － 144 53 90 － － 90 

有形固定資産計 26,757 859 426 27,190 13,288 1,379 13,902 

無形固定資産        

借地権 184 － － 184 － － 184 

ソフトウェア 1,445 266 3 1,707 1,148 117 559 

ソフトウェア仮

勘定 
147 94 241 － － － － 

電話加入権 51 － 0 51 － － 51 

その他 32 － － 32 13 1 19 

無形固定資産計 1,862 360 245 1,977 1,162 119 814 

       (33) 

長期前払費用 167 74 40 201 94 33 106 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

機械装置 工場の生産ラインの増設など

による増加額 

414百万円 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は187,678株であります。 

    ２．当期増加額は、自己株式の処分によるものであります。 

３．当期減少額は、前期決算の利益処分による取り崩しによるものであります。 

４．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものです。 

【引当金明細表】 

（注）１. 貸倒引当金の当期減少額「その他」欄は、一般債権に係る洗い替えによる戻入額34百万円及び個別引当の対象

としていた債権が回収されたことによる戻入額13百万円であります。 

      ２. 役員退職慰労引当金の当期減少額のうち「その他」は、役員に対する退職慰労金制度を平成17年6月開催の定

時株主総会において廃止したことに伴い、同制度の廃止までの役員退職慰労引当金相当額を長期未払金として

固定負債「その他」に振り替えたものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 4,465 － － 4,465 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注１) （株） (22,464,000) － － (22,464,000) 

普通株式 （百万円） 4,465 － － 4,465 

計 （株） (22,464,000) － － (22,464,000) 

計 （百万円） 4,465 － － 4,465 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 4,859 － － 4,859 

合併差益 （百万円） 21 － － 21 

株式交換差益 （百万円） 4 － － 4 

     計 (百万円) 4,885 － － 4,885 

（その他資本剰余金）      

自己株式処分差益 

（注２） 
（百万円） 1 36 － 38 

計 （百万円） 4,887 36 － 4,923 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 609 － － 609 

（任意積立金）      

圧縮記帳積立金 

（注３） 
（百万円） 119 － 2 116 

特別償却準備金 

（注３） 
（百万円） 1 － 0 1 

別途積立金（注４） （百万円） 23,700 1,600 － 25,300 

計 （百万円） 24,430 1,600 3 26,026 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金（注１） 334 53 50 47 290 

賞与引当金 824 839 824 － 839 

役員退職慰労引当金（注

２） 
116 22 21 118 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１．資産の部 

(1)現金及び預金 

(2）受取手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 76 

預金  

当座預金 3,328 

普通預金 2,890 

郵便振替貯金 0 

郵便総合貯金 0 

小計 6,219 

合計 6,295 

相手先名 金額（百万円） 

㈱イタリアントマト 99 

㈱榎本武平商店 15 

シャディ㈱ 14 

㈱ニッセー 11 

トモエ乳業㈱ 9 

その他 59 

合計 209 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 104 

５月 94 

６月 8 

７月 1 

合計 209 



(3）売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 金額には、消費税が含まれております。 

(4)商品 

(5)製品 

相手先名 金額（百万円） 

三井物産㈱ 1,542 

日本たばこ産業㈱ 635 

三菱商事㈱ 569 

㈱菱食 392 

伊藤忠商事㈱ 368 

その他 3,547 

合計 7,055 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率 
（％） 

滞留期間 
（日） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

Ａ ＋ Ｄ 
───── 
２ 

────── 
Ｂ 

───── 
365 

6,419 51,732 51,096 7,055 87.8 47 

品目 金額（百万円） 

キーブランド飲料・食品 129 

他社ブランド飲料・食品 122 

コーヒー関連器具 56 

合計 307 

品目 金額（百万円） 

レギュラーコーヒー 357 

コーヒーギフト及びコーヒー加工品 189 

コーヒー飲料及び関連製品 89 

合計 636 



(6)原材料 

(7)仕掛品 

(8)貯蔵品 

２．負債の部 

(1）支払手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

品目 金額（百万円） 

コーヒー生豆 397 

包装資材 89 

その他 30 

合計 517 

品目 金額（百万円） 

レギュラーコーヒー 156 

合計 156 

品目 金額（百万円） 

販売促進用用品 53 

コーヒー売場用什器 4 

その他 17 

合計 74 

相手先名 金額（百万円） 

㈱セラード珈琲 31 

合計 31 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 4 

５月 10 

６月 15 

合計 31 



(2)買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先名 金額（百万円） 

三井物産㈱ 452 

三菱商事㈱ 362 

熊本県果実農業協同組合連合会 284 

双日㈱ 253 

伊藤忠商事㈱ 214 

その他 2,341 

合計 3,909 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券  1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社本店 

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店 

日本証券代行株式会社本支店、出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
不所持株券の発行、汚損、毀損または喪失による株券の再発行の場合、

株券１枚につき印紙税相当額 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録   １件につき8,600円 

２．喪失登録株券 １件につき  500円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社本店 

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店 

日本証券代行株式会社本支店、出張所 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

平成18年６月22日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会

社の公告の方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告は電子公告の方法により行う。 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をす

ることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

（ホームページアドレス http：//www.keycoffee.co.jp/） 

株主に対する特典 

 毎年３月31日現在及び９月30日現在の株主に対し、自社製品を年２回、

次の基準により贈呈する。 

(1）所有株式数100株以上300株未満の株主に対し、1,000円相当の自社製品

詰合せセット 

(2）所有株式数300株以上1,000株未満の株主に対し、3,000円相当の自社製

品詰合せセット 

(3) 所有株式数1,000株以上の株主に対し、5,000円相当の自社製品詰合せ

セット 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月21日関東財務局長に提出。 

(2)半期報告書 

 （第54期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年11月30日関東財務局長に提出。 

(3)臨時報告書 

平成17年10月17日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行の

決議）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

キーコーヒー株式会社   
 
 平成１７年６月２１日

 取締役会 御中  

    
 
  

   監査法人 ト ー マ ツ  

       

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 堤  佳史  印 

    
 
  

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 中川 幸三  印 

    
 
  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキ

ーコーヒー株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キ

ーコーヒー株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年４月１５日付で株式会社イタリアントマトの株式の51.0%

を取得し子会社とした。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

キーコーヒー株式会社   
 
 平成１８年６月２２日

 取締役会 御中  

    
 
  

   監査法人 ト ー マ ツ  

       

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 堤  佳史  印 

    
 
  

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 中川 幸三  印 

    
 
  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキ

ーコーヒー株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キ

ーコーヒー株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

キーコーヒー株式会社   
 
 平成１７年６月２１日

 取締役会 御中  

    
 
  

   監査法人 ト ー マ ツ  

       

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 堤  佳史  印 

    
 
  

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 中川 幸三  印 

    
 
  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキ

ーコーヒー株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５３期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キーコ

ーヒー株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

キーコーヒー株式会社   
 
 平成１８年６月２２日

 取締役会 御中  

    
 
  

   監査法人 ト ー マ ツ  

       

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 堤  佳史  印 

    
 
  

   
指 定 社 員

業務執行社員

 
公認会計士 中川 幸三  印 

    
 
  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキ

ーコーヒー株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５４期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キーコ

ーヒー株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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